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はじめに 

  

昭和の日本が大東亜共栄機構を、あるいは東アジア共同体を構想したとき、そこには常

に中国という問題が存在していた1。東亜世界とは、子安宣邦によれば、中国文化圏を主成

分としていることにおいて他の歴史世界とは区別され、東亜文化圏という場合、それは中

国文化圏を中国以外の地域からその全体を再び捉え直すという視点の成立とともに構成さ

れる文化的地理概念である2。それは、今や日本を抜いて世界第２の経済、軍事大国として

登場した中国を包摂した東アジア共同体を構想し、「可能性としてのアジア」を模索する場

合にも同様で、実体として中国を包摂することにできる経済社会が現実に生まれていない

情況の下では、中国の外の視点からアジア全体を捉え直すということにならざるを得ない

のである。 

中国の人口は 13 億 4000 万人と巨大である。つまり、地球上の人類の５人に１人が中国

人という勘定になるだけでなく、世界の移民の 10％が中国人という時代を迎えたのである。

これは日本が N02 になったときとは、そのインパクトの大きさが異なる。筆者のかつての

同僚、関志雄は『チャイナ・アズ NO1』を著し、中国が世界１になっているものを並び立

てる。最大のものは、前年の 47％から下がったものの、2010 年の世界シェアが 44％であ

った鉄鋼の生産であろう。中国の鉄鋼メーカーの相次ぐ合併で、かつては質量共に世界１

であった新日本製鐵をたちまちのうちに世界８，９位にまでランキングを落としてしまう

勢いを示している。携帯端末の保有やインターネット利用者が世界１であることも、容易

に想像できよう。だが、人口が多いことはそれを養わなくてはならないという負担を負う

ことでもある。食糧や水、エネルギー、資源などを大量に確保しなければならないという

ことである。中国は、世界の鉄鉱石の増産部分の大宗を輸入しているだけでなく、同時に

CO２排出量でも世界１になっているということだ。 

国力の躍進に自信をもつようになった中国はもはや「韜光養晦」を旗印になるべく目立

たぬ存在であろうとした中国ではない。国益をむき出しにして対外外交を進めようとして

いるのだ。日本が No２に躍り出たとき、すでにある程度豊な国であり、その年には、水俣

病がチッソの汚染によるものであることを正式に認めた。だが、今の中国の１人当たり国
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民所得（名目ベース）は 3867ドルで、比較的貧しい国である。そうでありながら、世界景

気を引っ張り、気候変動に関する会議等では途上国の立場で大きな発言権をもつなど、世

界にきわめて強い影響力を持つという点で近代史上初めてのケースだと言える。異例であ

ると感じるのは、影響力を持つ国が民主国家でないためであるといってもよい。つまり、

中国が史上かつてなかった急速な経済発展を遂げてきた背景には、開発独裁を維持してき

たことがあるということである。 

筆者はかつてブルッキングス研究所のメンバーとの共同研究、『真の同盟に向けてー日米

安全保障関係の再構築』（邦訳なし）に参加したことがある。そのとき、筆者は自分の分担

として台頭する中国をどう対応していくかという課題を選んで論じた3。国境という明確な

ものなしに近代化に向かったアジアでは領土問題などで、資源開発、漁場管理で共同化を

行うなど、新しい共存の形を見出す可能性もある。だが、現実のシナリオとしては、経済

成長の成果とナショナリズムに頼らざるを得なくなった中国という存在は、19 世紀のヨー

ロッパに似た状況を生み出す恐れがあるというものになろう4。鄧小平は共産党に統一のシ

ンボルを見出すことを指示したが、共産主義の正統性がなくなっているからである。そこ

で筆者たちは、中国が直ちに民主化していくという期待はできないかもしれないが、日米

がアジアでの自由で民主的な価値を提示していくことで、将来的には中国も参加できるよ

うな同盟を目指すべきだと論じた5。この視点、論点は今日なお有効である。 

そこで、第１節では台頭する中国の性格をまずそれ自体がアジア大のスケールをもって

いることと規定し、それを自動車産業という視点で確認したあと、第２節では高度成長を

成し遂げた中国が自身の発展のモデル化を試み始めたことを見ていくことにする。ついで

第３節では、中国が構築を目指す地域、世界秩序がどんなものになりそうなのか、その対

外活動を検討する。そして第４節では、そうした中国の行動を踏まえたうえで、どんなア

ジア共同体があり得るのか、「可能性としてのアジア」の条件を考えてみることにしよう。

こうした検討を通じて、最後に結論らしきものを導ければよいだろう。 
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１．それ自体、ひとつの世界をなす中国 

 

自動車産業が象徴するアジア大の国、中国 

 

アジア共同体というものを構想するとき、アジアの中で中国経済がいかに大きな位置を

占め、そして異なった形で運営されているかを実感するに格好のものは 2010 年に 1806 万

台を販売し、世界 1 を不動のものとした自動車産業であろう。中国に限らず、アジア諸国

の政府は、雇用や景気への波及効果の大きい自動車産業の強化に力を入れ、自動車とその

部品を輸出産業の柱に育成して、自国の経済発展に取り込もうとしており、現にアジアの

多くの国でモータリゼーションが進んでいるからである。 

産業政策という視点から見る中国の特色は、いわゆる「諸侯経済」であろう。なぜ中国

では諸侯経済になっているのか。日産自動車の提携した東風集団、その合弁会社、東風汽

車の本社がなぜ武漢にあるのかを想起してほしい。スズキ長安の本拠地は重慶である。こ

れらが自動車の生産に都合がよいからだろうか。 

筆者が初めて諸侯経済の存在に気づいたのは発電機メーカーの大手、東方電機のファイナ

ンスの一端を手伝っているとき、なぜ四川省に立地しているのかと疑問に感じたことから

だ。東風にしろ、東方にしろ、内陸の人口密度の低いところが最適の地であるとは誰も考

えないだろう。三大自動車メーカーの一つ、東風が湖北省に位置するのは中国が旧ソ連の

攻撃を受け、部分的な占領をうけても尚持ちこたえ得るという国防上の理由があってのこ

とだ。各地に生産を分散した国土設計がなされた結果が諸侯経済になったといえよう。旧

日本軍が中国に攻め入って言っても、点と線を押さえることはできても面は取れなかった。

面の一部をとられても独立して動ける別の面があればよいというわけである。改革開放ま

での中国自動車産業はトラックの生産を中心として全国規模で独特の生産、供給、販売（中

国語でいわゆる産、供、銷）システムを形成しようとしてきた。湖北省の十堰に位置する

東風はその名残である。アメリカのインターネットの前身のアーパネットも、核攻撃を想

定して生き残るシステムとして設計されたという点で、まさに同じ戦略思想で開発された

ものである。肉を切らせて骨を砕くといった戦略思考は、政官民のもたれあい、経営者＝

従業員共同体の日本とは対照的なものである。 

諸侯経済の政策的な枠組みの中で、多くの都市が中国のデトロイト市なりトヨタ市を目

指して企業を誘致し、都市計画を作りはじめた。 

上海 GM、上海 VW の 2 社を擁する上海市はダントツの「第 2 のデトロイト」の候補の

最右翼であった。確かに上海は、江沢民人脈に連なる市幹部の更迬や一時的とはいえフォ

ルクスワーゲンの停滞も影響しないではなかったが、２社はトップを走り続けている。だ

が、他の都市の台頭はそれ以上であった。2008 年にはトップに躍り出た広東省の場合、広

州ホンダを抱えたところへ、日産､トヨタを呼び寄せた同省の広州市が大幅な躍進をとげた

ゆえである（図表１）。2001年には圏外という存在であったが 2002年に広州市の林樹森書 



図表１ 中国の省・特別市の自動車生産台数の伸び 

順

位 

地域 生産台数 

(2008) 

生産台数 

(2001) 

台数伸び 

08/01 

主なメーカー 

1 広東省 88.18万台 5.57万台 15.8倍 広州ホンダ、東風日産、広州トヨタ 

2 吉林省 86.13 39.08 2.2 一汽 VW  

3 上海市 80.65 29.00 2.8 上海 GM ,上海 VW 

4 重慶市 76.85 23.90 3.2 長安スズキ、重慶力帄実業 

5 北京市 76.61 15.27 5.0 北京現代 

6 湖北省 75.62 24.18 3.1 東風ホンダ 

７ 広西省チワン族自治区 70.16 13.65 5.1 SAIC -GM、一汽柳州 

８ 安徽省 57.14 8.90 6.4 奇瑞汽車 

（注）2009年の自動車販売台数は前年比 46％増である。上位７省・市で 100万台を超えたと推定される。 

（出所）中国汽車工業協会 

 

記が「広州を中国のデトロイトに育てる」と宣言し早くも 05年には 6 位となり、成功への

足場をつくった6。つまり、広東省に進出した日系部品メーカーは 04年の 2 倍の 100社以上

になり、広州のデトロイト構想達成に貢献したのである。広州市政府は中小部品メーカー

の誘致を加速させるため、工場スペースをリース形式で提供する「工場アパート」建設な

どの施策が実ったといえよう。 

一方、2005 年時点では５位であった重慶の健闘は、当時重慶副市長であった黄奇帄（現

市長）の熱い想いによるものだ。内陸部にあった重慶の場合、第 2 のシカゴを目指すとし

ていたものの、目ぼしい手段がなかった。自動車産業にしてもスズキと提携する大手とい

っても小型の長安汽車集団に依存だけでは都市間競争の中で敗れる恐れもあった。そこで

当時重慶副市長であった黄は、06 年に新 5 ヵ年計画の柱として「重慶デトロイト計画」を

まとめ、10 年に年間自動車生産を 130 万台以上へ増やす目標を掲げて施策を打ってきた。

税制面の優遇策や部品メーカーが銀行から融資を受けやすくする制度を導入するほか 10億

元を投じ自動車走行試験場を建設するなど開発力強化のためのインフラも設備したため、

投資額は 500億元（約 7,300億円）にのぼったとみられる。 

こうして、黄副市長のリーダーシップのもとマツダとフォードの誘致を実現する一方、

長安汽車自身にも重慶デトロイト計画の実現のためにも 5 年でミニバンを中心に 16の自主

開発車を市場投入し、全体で 100 万台の生産体制に持っていく計画を立てさせた。長安は

自主開発力強化のためにイタリアに開発拠点を設け、欧州スタイルのデザインの開発を手

掛けてきた。重慶市はさらに認可をしぶる中央政府を説き伏せ地元の二輪車大手の重慶力

帄実業集団に四輪の製造認可を取り、四輪車〈力帄 520〉の生産を開始させた。 

ところが､2006年に発売した 1600CC小型セダン〈力帄 520〉は、販売店で客がドアを閉

                                                   
6 この間には、｢先富主義｣路線での一人勝ちの広東省のわがままぶりが眼にあまると、李長春（現常務委

員）が省書記に送り込まれたりして、対上海市と同様には論じられないとしても、中央の牽制もあった。 



めようとしたところ、半ドアが解消しない問題が起き、試乗でも時速 100 キロくらいにな

ると車体が激しく揺れだすなど、量産技術が十分でなく､品質にも問題があることを露呈し

た。しかし、09年には〈力帄 520〉はフィリピンに 2000 台の輸出が可能になるほどに品質

をあげてきている。結果として重慶はランクを 1 つ上げ４位となった。 

さて図表１の読み方である。08年時点で 7~80万台という規模ということは、多くの地域・

都市で 100万台を超える規模になっていることになろう。100万といえば、インドとの比較

は無理としても、08 年に 139 万台を記録したタイ、100 万がやっととされるイタリア並に

なっていることを意味する。中国の諸侯経済が普通の国の規模になっているわけである。 

そうした状況は ASEAN・インドの自動車販売との比較でも分かる（図表２）。つまり 2008

年に 139 万台を生産し、ASEAN の中では断然トップを走っているタイは、日産がピック

アップトラックや〈マーチ〉の生産拠点とし、多くを輸出に向けていることに象徴される

ように、輸出拠点いう性格が強い。10 年の国内販売 80 万台に対し、生産は 165 万台に達

した。一定の条件を満たせば原材料部材の輸入関税、法人税などが減免されるエコカー計

画による優遇措置のため三菱自動車、ホンダ、フォードなどが設備を拡張し、16 年には 250

万台という予測もある。 

一方国内消費という面からすれば、ASEAN の中では、モータリゼーションの目安とされ

る一人当たり GDP で 2000 ドルを超えてきたインドネシアへの期待が大きい。つまり、１

人当たり GDP では 8000 ドルとインドネシアを大きく引き離すマレーシアやタイを押えて

インドネシアが ASEAN でのトップに立つとの期待だ。事実、2010 年は 76.47万台とタイ

の 80.04万に迫るまでになって、ASEAN 経済の中ではトップに躍り出る日も近いとみられ

る。タイの１人当たり GDPは 4000ドルとインドネシアの 1000ドルを大きく上回るが 2 億

3000万人という人口が中産階級の数を大きくしているためである。 

ではインドネシアは自動車販売で ASEAN のトップの座に近づけるために何をしようと

しているのか。まず各社の生産への取り組みを見ておこう。自動車生産ではトップのアス

トラ・インターナショナルはトヨタとの合弁工場でのミニバンの生産能力を徐々に 10 万台

から 15 万台に、ダイハツとの合弁工場での乗用車の能力を 1 年間で 21 万台から 28 万台に 

 

図表２ ASEAN とインドの自動車販売動向(2010年) 

 販売台数 人口 一人当たり GDP 

インドネシア     76.47万台 22,900万人 2,239 

タイ 80.04 6,600 4,116 

マレーシア 60. 52 2,700  8,118 

フィリピン 16.85 9,000  1,845 

ベトナム 11. 22 8,600  1,042 

インド 303.90 115,000  1,031 

（出所）各種報道、IMF 統計等より作成 



引き上げる計画を立て、第 2 位のインドモービルも日産との合弁工場の能力を 12 年までに

10 万台と倍増する。フォルクスワーゲン、現代自動車も同じように委託生産を増やす意向

を示している。政府も環境基準を満たした小型車に関して現行の 10～30％の自動車出荷税

を免除ないし軽減する措置をしてモータリゼーションを後押しする。11 年早々にもタイに

対抗してエコカー優遇措置を生産者にも賦与していく予定である。 

こうした状況を勘案すれば、遅くとも 2012 年当たりまでに自動車の生産と販売は 100 万

台を突破し、ASEAN 最大の市場になることが確実視されている。自動車も生産が 100 万

台を超えると部品を初めとする裾野産業が充実して経済発展へのはずみがつくことが期待

され、生産に関してもタイと対抗出来るよう誘導しようとしている。 

インドの場合、このインドネシアの人口規模の 5 倍近い。１人当たり GDPではインドが

逆転されて 1000ドルと、インドネシアの半分の水準だが、人口規模が大きい分だけ、そし

て IT 技術者を多く抱える分だけ中産階級の規模が大きくなっていている。したがって自動

車販売でも2010年には 304 万台とドイツに肉薄する世界６位の規模にまで成長することが

できたわけである。 

中国の場合、さらに分母が大きいので、すっぽりと ASEAN 経済を包摂してしまう。つ

まり、マレーシアの１人当たり GDP の 8000 ドルは、北京、天津あたりに相当し、タイの

4000 ドルは広東省には及ばないが遼寧省あたりに相当することになる。そして中国の１人

当たり GDP では最下位になる貴州省でもベトナムよりも高いことになる。逆にいえば、

ASEAN が域内貿易自由化を進め、経済の相互依存を高めていることは中国経済への対抗措

置だともいえる。その意味で中国と比較できるのは、１人当たり GDP ではベトナムにしか

相当しないが 11億余の人口をもつインドに限られることになろう。 

「リオ・ティント事件」にみる戦略思考の下での行動 

諸侯経済を生み出したものは、リアリストと呼ばれる共産党幹部の政治哲学である。平

たく言えば「目には目を」の精神だ。尖閣諸島問題がおこると中国はレアアースの輸出差

止めなどをからめて日本を攻め立て、日本では大騒ぎになった7。尐し性格が違うが似たよ

うな事件として「リオ・ティント事件」がある。事件は、中国国営のアルミ会社、チャイ

ナルコが「195億ドルでリオ・ティントの株 18%を買い取る」という買収案が拒否されたこ

とに始まる。中国の鉄鉱石輸入は 10年で 7 倍になり、07年には 3 億 800万トンに達し、中

国の輸入増加は世界全体の増産量の実に 93％を占めた時のことである。 

2009 年になると、一転、BHBビリトンは鉄鉱石の生産に関してリオ・ティントと統合す

ると発表した。この合併は、資源への攻勢を続ける中国への警戒からだとされる。すると

                                                   
7 レアアースの輸出停止は、尖閣諸島問題への措置という見方もあるが、劉暁波へのノーベル平和賞授与

に対する報復ではないかという見方も根強い。中国当局はこうした見方を否定し、資源を有効に活用す

るための手段を検討していたが、実施時期がたまたま上記のような事件とぶつかっただけであるとの立

場を説明している。 



上海市国家安全局が、リオ・ティントの上海事務所の従業員 4 名を逮捕した。そのうち、

リオの鉄鉱石部門の中国担当でオーストラリア籍のスターン・フーは、わいろを贈り国家

機密を盗んだ罪で告発された。国営英字紙「中国日報」の報道によると、当局はリオなど

かつて資源大手の商談に関わった官僚を調査する一方、首鋼集団のトップ、譚以新を初め、

中国の製鉄大手の宝鋼、鞍山、莱鋼、済鋼などの企業幹部も取り調べを受けた。 

もちろん、贈賄罪は犯罪で国内法でさばくことに異論はないだろう。問題は、先のチャ

イナルコによる買収が不調に終わった時点で起こったことだ。当然、地元メディアと社会

の反発を招いた。オーストラリアの富豪メルロス氏は、天安門のシーンを使ったテレビ CM

を流し、野党党首のジョイス氏もテレビ CM出演に応じた。そして、中国に国内資源を握ら

れないよう警告した。リオ・ティント事件はこれへの報復であろうか。 

事件が起きると、オーストラリアのメディアと野党は、政府に毅然とした行動を求め、

ラッド首相に「直接胡総書記に電話する」よう要求した。こうした批判を受けて、ラッド

首相は、自国民のフーの逮捕について「北京の指導部と交渉するが、彼らの怒りを招くこ

とを恐れない」と述べた。「ウォールストリート・ジャーナル」も、中国の商業活動は、国

内外を問わず、政治目的で乱用される法律に妨げられる、と報道した。しかし、結局、中

国は、リオティントの中国責任者スターン・フーに 2010年に贈賄罪で懲役 10 年の刑を言

い渡している。事件の真相は分からない。だが、疑問の残る事件であり、中国共産党がリ

アリスト的反応をしたという印象の残る事件であった。 

 

一事をもって万事を語ることの危険は避けるべきだが、中国社会の規模とそのリアリス

ト的展開としての諸侯経済の特色を瞥見した。 



２．自身の発展のモデル化を試みる中国 

 

中国の経済成長率は、改革開放路線をとり始めた 1978年から 2010年の 32年間の年平均

が 9.8％という驚異的なものである。30 年を超える長期間にわたってこれだけの高成長を

遂げた国は歴史上なかった。なぜこれだけの成長率が、しかも長期に続けられたのか。こ

のため海外からも注目され、自信をもった中国は自身の発展のモデル化を試み始めている。 

 

インドと対比した中国の発展モデル 

 

中国の経済的な発展は、1978年に改革開放路線をとったことに契機をもち、鄧小平の「南

巡講話」によって方向性が定められたからである。南巡講話とは、天安門事件・ヨーロッ

パでの冷戦構造の終焉に対して中国としてどう対応するかに関して、共産党独裁を維持し

ながら市場制度を広範に取り入れるという、鄧小平が下した判断である。1992年に「社会

主義市場経済」の方針として正式に打ち出された。 

なぜ市場経済なのか。共産主義は、出てきた経緯としては、不況もありえるという欠点

をもつ資本主義経済を克朋するための手段として考案された。このためソ連・東欧、さら

には中国等で生まれた共産党独裁体制は、自由をうたう民主主義、市場制度にもとづく資

本主義と対峙するものとなり、軍事的にも東西の対立、つまり冷戦構造といわれるものを

形成していた。 

だが、1991年にソ連・東欧の経済が崩壊した。指令経済システムが市場経済システムに

务っていることが明らかになったのである。そこで南巡講話では、政治体制をそのままに

市場経済システムを大々的に取り入れることにしたのである。極端な、あるいは重い開発

独裁の採用である。発展を願う、つまり貧困を克朋するには、生産性をあげていくことに

要約できるとすれば、資本を蓄積し、それを理想的な分野の投資に振り向けるという効率

的なメカニズムをつくることであろう。資本蓄積を強制し、先進国のモデルをマネしつ、

市場も利用しながら効率的な資源配分ができる独裁制を維持すべきだという現在の中国の

立場である。 

ところが、共産主義モデルは政治イデオロギーのモデルから脱落してしまったので、民

主主義、市場制度をもつ先進諸国に追いつけ、追い越せのキャッチアップモデル、つまり

変容するものとして側面だけが分析の対象として残されることになった。 

一方、インドの発展モデルは中国と対照をなしている。インドは長期にわたって議会民

主主義と指令経済システムを組み合わせた形で発展をしようとしてきたからだ。筆者はか

ならずしも、フクヤマ流に一直線に民主国家が人類共通の目標だとしているわけではない。

だが、もしインドも、中国も、究極的には民主主義、市場制度をもつものに移行させるこ

とを目標にしていると仮定すれば、両国の発展政策は、市場制度経由でなのか、民主主義

経由でなのかという対比になろう。 



今、市場経済と指令経済を縦軸に、独裁制と民主制を横軸にとって四つの象限に分ける

と、アングロサクソン・モデルと共産主義独裁（旧ソ連体制）は第１と第３象限の対極に

位置することになる。アジア型開発独裁はとりあえずライン・日本型民主制へと向かう第 4

象限から第 1 象限への矢印として描くことにする。これにインドを描き入れれば、民主制

を採用しながらも、キャッチアップの手段としては指令経済が良いと考えた旧い時代のイ

ンドが経済の自由化を進めるようになって発展し始めた矢印としてであろう（図表３）。 

この民主主義経由での開発を進めるべきだと主張してきたのは、アマルティア・センで

ある。彼は、インド社会の観察を通じ、飢饉が食料不足から起こるだけではなく、不平等

からも起こるということを実際に見た。すなわち、ベンガルに飢饉が起こったとき、パニ

ック購入、貯蔵、ぼったくりなどによって食糧価格が急騰し、急激に市場からモノが無く

なった。ところが、つぶさにデータにあたってみると、ベンガルには十分な食糧が存在し

ていたのだ。もし民主主義が機能していて賃金の不当な低下や、失業が生じていなければ、

そして社会に効率的な食料流通システムが存在していたならば、食糧の退蔵のようなこと

もなく、ベンガル飢饉は、防げたに違いない。彼は飢饉の問題を貧者の購買力不足に結び 

 

図表３ 市場・指令経済と民主制・独裁制の軸で描く社会構造 
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つけ、市場の失敗を指摘するとともに、経済発展への提言として、食物を公平に分配する

ためのメカニズムとしての民主主義が先決であると主張するようになったのである8。 

センによる理論化に先立って、インドでは民主制への移行が行われた一方でソビエト型

の指令経済が採用された。確かに貧困克朋には生産性上昇というメカニズムだけに依存す

るのではなく公平な分配システムにもあるとのセンの指摘には妥当性が見いだせる。だが、

世界最大の民主国家の経済パフォーマンスは芳しいものとはいえなかった。インドの経済

はスタート時点ではインドネシアより高い一人当たり GDPをもっていたが、現在は、その

インドネシアに逆転されている。旧ソ連でも、混迷からの脱出策として採用したグラース

ノスチの結果は散々だった。開発利益があがっても、それを次の投資に振り向けるという

メカニズムに結びつけることが困難な一方、そもそも戦時体制としてのシステムを長期に

採用し続けることはインセンティブに欠けていたとの指摘も可能であろう。 

 

外資誘致：技術と市場との交換 

 

では中国モデルなるものは特別に優れた点があるのだろうか。まず、特別にも見える中

国の成長モデルも基本は、農村から都市へ安い人材を引き寄せ、その格差で成長するとい

う産業化の過程に見られる実に平凡なものだったということを確認しておくべきであろう。

つまり、工業化の時代の原理をそのまま実行してきたわけである。それでも先進国の水準

からすれば低い労働コストを利用し、日本が世界の工場といわれた後に、世界の工場とし

て登場したことも当然ということになろう。その意味で、現代中国と 60年代までの高度成

長時代の日本を対比して見ることは間違っているわけではない。程度の差はあれＥＵにお

けるドイツと南欧や東欧という関係にもたとえられる( 図表４) 。 

だが、中国の発展が加速されたのは、先行国によって提供される高度な技術と豊富にな

って資本が外国資本の活用によって利用できたことが与って大きい。つまり、改革開放路

線に転換する前の中国は、社会主義という大義名分を掲げながら、国家資本主義によって

原始的資本を蓄積し、国民に教育をほどこし、余剰労働力を使ってインフラ建設をしてい

たことが、次の発展のためのある程度の基礎なり、準備となったのである。改革開放路線

の下では、深圳を初めとした経済特区を設け、外資の導入を始めていた。 

だが、本格的な外資導入は 90 年代以降のことになる。それは中国という存在が単に低賃

金の国という位置づけから、ソフト、ハードにわたるインフラ整備が進展し、経済発展が

進み出すに連れて「市場」としての存在がクローズアップされるようになった。中国はこ

の「市場」というカードを最大限に使った。分かりやすい例でいえば、日産自動社という

中国市場に出遅れた外資に向かって、中国に進出したければ東風汽車と合弁を組むという

選択肢を与えた9。社名が示唆するように先の東方と同じ奥地に拠点を持つ会社だ。政府は 

                                                   
8 アマルティア・セン『自由と経済開発』（石塚雅彦・訳）日本経済新聞社 
9 中国は多国籍企業に輸出という手段を与えないためには高率の関税を課している。 

 

 



図表４ 社会形成の違いからくる国の競争力 
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日産に合弁会社設立のために 1000 億円という資本金を出させる一方、東風の工場、人員を

現物出資として 1000 億円に評価せよと指導するわけである。日産が資産を査定すると 1000

億円のマイナスとなった。だが、その損失を一時的にこうむっても中国市場の将来を考え

れば参入の権利を得た方が得であると判断した。筆者は広州に設けられた工場に見学に訪

れたことがあるが、その後も順調で、2010 年度は 1000 億円の利益と、日産の収益の尐な

からぬ部分が中国市場からあがっている。 

なぜこれだけの高成長が、しかも長期に続けられたのか,  途上国に対して中国モデルが一

つのモデルになり得るとの見方が生まれた。産業構造の高度化に成功し、類を見ない持続

的な高度成長を達成したからである。自国の経済成長の軌跡を理論化しモデル提示しよう

との試みがなされている。関志雄は『中国を動かす経済学者たち』の中で、呉敬璉、林毅

夫（リンイーフ）と樊綱（ファンガン）などを紹介している。 

林は台湾生まれながらシカゴ大学での博士号取得の後、大陸に転じ、北京大学を拠点に

活躍し始めたときに筆者をたずねてきてくれたことがある10。現在はアジアから初の世界銀

行のチーフエコノミストに選任されている。呉敬璉には、『中国の経済改革』（青木昌彦監

訳）があるが、改革開放政策に基づく中国の経済政策、つまり先述の「南巡講話」にいう

社会主義市場経済なるものの理論的指導者的存在で、当時、呉敬璉氏が唱える社会主義の

原則の下で市場経済を導入させようとする経済論は「呉市場」と呼ばれ、一世を風靡した11。

                                                   
10 筆者のチームにシカゴ大学で博士課程を修めていたものがいたので、その上司の見識をただすというこ

とだったようだ。 
11 現在、同教授は政治協商会議常務委員にもなっている。 
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資源配分は市場メカニズムで、政府による調整は財政政策、金融政策、所得再分配政策を

という呉敬璉の協調改革論は、筆者いうところの開発独裁の基本形に外ならない。樊綱に

は『中国：未完の経済改革』（関志雄訳）がある。 

かれらの政策提言は、まず比較優位の産業を市場化、私有化で発展させ、ついで後発性

の利益を発揮してゆくというもので、前者は労働集約的な産業、後者は先端技術の導入に

よる工業化を図れというものである。この限りでは、日本の歩んだ道をより開放的にした

ものであり、先進国と途上国での分業と競合を通じて産業スペクトラムの高度化が図られ

というのは、常識的な発展戦略ともいえる（図表５）。 

筆者はなぜ成長のスピードが速いのか、持続性があるのかには、分析に今一歩の踏み込

みが必要だと見る。つまり、こうした市場と技術、希尐資源の割当てと技術の交換といっ

た手段による以外にも、新興国の発展を利したものが情報エレクトロニクス産業の爆発的

な伸びであったことがあげられる。そしてそれ以上にこの産業のあり方が部品に到るまで

細部にわたる産業内分業を促すように進み、従来では考えられなかった産業の高度化を新

興国にもたらしたことである。こうした点は、日本や韓国が高度成長をしたときにはなか

った条件である。 

なぜ持続的な高度成長が可能であったかついては、農村の懐が深く、農村と都市の格差

がいつまでも続いてきたということが挙げられよう。工業化が進み農業人口が全体の 20％

以下になるためにイギリスでは 100 年以上をかけた。日本では 50 年であり、韓国では 25

年で達成している。マレーシアも韓国とほぼ同じペースだ。だが、大国である中国では、

農業問題に視点を置きながら自国発展のモデル化を模索する温鉄軍は 2030 年になっても

50％を割らないかもしれないと悲観的だが、2010 年半ばにも都市人口が半分に達したとの

報がある12。働く若い人口が多いということは貯蓄率も高く、それだけ労働・資本の投入が 

 

図表５ 先進国と途上国の産業競争モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
12 温鉄軍『中国にとって、農業・農村問題とは何か？』（丸川哲史・孫歌・訳）作品社。温鉄軍は、中国

経済が抱えている問題として農業、農村、農民という３農問題があると指摘し、その政策が政府にも取

り入れられたことで名高い。だが同時に、温は中国の発展の経験を西欧的な概念を用いない形でのモデ

ル化を試み、『現代化の脱構築』を著し、また『私たちは結局何を求めているのか？』はベストセラーに

なっている。 
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できることを意味し、人口のボーナスとなっていた。筆者は深圳の工場見学の場合、定点

観測としてある工場は行くたびに訪問した。時間をずらして何度か訪れているが、いつも

賃金はほぼ同じだった。だが、現在は事情が異なる。賃金は上昇し、日系工場で賃上げを

要求するストライキも起こるようになっている。実質賃金上昇率は、2000 年くらいから

GDP 成長率を上回るようになってきている。この点を、農業人口のストックに関連させて、

どう見るかは、次に論じる人民元の切り上げ問題、成長の持続性とも関連してくる。 

筆者の見方は、中国経済はまだ１億 5000 人前後の「余剰人員」を持っているといわれな

がらルイス転換点に差し掛かっているというものである13。今や配分すべき産業がなくなっ

たとの見方である。上記の情報エレクトロニクス産業の爆発的な伸びの時代が終わったた

めである。日本が東京オリンピック、大阪万博を行った時点で、農村人口の枯渇が起こり、

成長率の屈折が起こったことと同様のことが近く起こるというものである。その場合、人

民元の対ドルレートの引上げは、日本の円が切り上がったように大幅なものになるという

見方にもつながる。 

その場合、どのくらい切り上がるのか、上がるべきなのか。ファーガソンらは、腰だめ

的な上昇率として 40％アップを示している（図表６）。こうした見方は、最初に人口問題研

究所長の蔡昉が問題提起して以来、議論が続き最近では多数派になってきていた。人民銀

行も通貨の切上げを始めていたが、リーマンショックで自主的な切上げの機を失したとい 

 

図表６ 中国製造業の単位労働コスト変動率の推移：2000-2008［単位：％］ 
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消費財、資産価格ともにインフレーションが進行し金融引締に転じているが、悪くすれば

バブル経済の崩壊へと導かれ、軟着陸の場合、やがて人民元切上げへとつながるとの見方

                                                   
13廉思編『蟻族』が紹介しているような、中国が高度経済成長をつづけながら大学を出ても職につけない、

いわゆる蟻族が出現していることは、大学の急増など職の受給のミスマッチといえよう。 

 実質生産 名目賃金 雇用 単位労働 

コスト 

同左［米］ 同中米差 

（＊） 

為 替 変

化 

（＊）為替

減価分 

2000 14.0 12.3 -1.6 -3.4 4.9 -8.3 0.0 8.3 

2001 14.5 11.7  0.4 -2.4  0.8 -3.1  0.0  3.1 

2002 20.1 12.6 -3.8 -11.3  0.4 -11.6  0.0 11.6 

2003 27.0 13.6  2.1 -11.3  0.8 -12.1  0.0 12.1 

2004 21.1 12.3  5.9  -2.9 -0.2  -2.7  0.0  2.7 

2005 27.0 12.3  7.2  -7.5 -2.9  -4.7 -1.0  3.7 

2006 23.6 14.0  7.2  -2.4  3.1  -5.4 -2.7  2.8 

2007 26.6 16.2  7.7  -2.7  0.1  -2.8 -4.7 -2.0 

2008 13.8 11.0  2.7  0.0  2.6  -2.6 -8.5 -5.9 



になろう。 

これに対し、まだまだ高度成長は続くとの見方もある。たとえば、前出の国民経済研究

所長の樊綱は、最近も中国にはまだ 2、3 割の「人口ボーナス」の余地があると発言してい

る。未開発の内陸部に着目すれば配布すべき産業はあるというものである。すなわち、沿

岸部よりも内陸部が成長率が高くなる最近の路線の延長で高度成長が可能であれば、対外

均衡よりも内部での所得平準化を優先する政策はつづけられることになろうというのであ

る。また中国は余剰外資を資源の開発など戦略投資をする一方、相対で人民元決済を行わ

せるなど、市場化して市場圧力で切り上がった円と異なった政策をとっている14。スタンフ

ォード大学教授の R.マッキノンは、この点に注目し、政府の意図に反して簡単に切上がら

ないシステムになっていると、人民元切り上げを叫ぶだけの政府に警告している15。 

現実には、おそらく二つの見方の中間的なシナリオが予想され、当面高度成長と安い人

民元が続いた後に転換が起こることになろう。 

 

日本を追い抜くレベルに達した科学技術 

 

中国は、図表5で見た途上国、先進国という産業の分類を超えて、先端の科学技術でも途

上国のレベルをはるかに超える意欲と実績を示し始めている。研究者の数は日本を大きく

上回るようになった（図表７）。５，６年近く前、筆者がスエーデン科学技術財団が行った

セミナーで中国の科学技術のレベルが10年後には日本のレベルを抜く可能性があるとのペ

ーパーを発表したときには、それは物議をかもす議論であった16。確かに、中国には言論の

自由がない。だが、中国では民主化以外の面での国家目標として科学を取り上げ2010年ま

でにR&D比率を2.0％に引き上げる目標を掲げる一方、留学生の帰国を促し、大学でのエリ

ート教育、新しく留学生を送り出す政策をとったことは研究に好回転をもたらす可能性が

あり、筆者には追いつく可能性を指摘したのである。 

その後の推移はどうなったか。2007年には科学技術進歩法が制定され、科学技術予算の

拡充、評価法の確立、海外との交流、軍民両用技術の開発等をうたい、頭書で述べたよう

な状況が生まれたのである。数だけではない。質に関しても、毎年5000人を選んで海外留

学生を送り込む制度によって日本人留学生を欧米で競争上敗退させている。国内での毎年

の博士号授与は5万人を超えアカデミックバブルとの声もあるが、一方で教員の採用を、清 

図表７ 主要国の研究者数の推移 

                                                   
14 中国は東南アジア諸国との間、ブラジル、ロシアなどとの間で、人民元の直接取引を開始、ないしは検

討中であり、元建ての貿易決済も 2010 年 6 月に人民元建て貿易決済を広範に認めるようになってから

の半年で 3400 億元（約 4.2 兆円）と急拡大させている。 
15 Ronald McKinnon, òThe Case Against Exchange Rate Flexibility for China,ó Working Paper 2010 
16 Takuma Takahashi, ñCan China Catch-up with Japan and Germany in 10 Years? in  Jon Sigurdson ed. Chinaôs 

Knowledge Systems and Their Global Interaction,  Stockholm, BodeniTryck, Sundbyberg 2005 



 

    （出所）科学技術外交戦略タスクフォース報告書（案） 

華大学のように外部からだけとしたり、そうでなくとも評価を厳しくして大学の外部評価

を上げることで人材の流動化と優秀な人材の確保で成果をあげ始めたことも確かである17。 

結果として、科学技術における中国の実力が侮れなくなったことを示す指標は続々と登

場している。例えば、事業仕分けで「２番ではだめなんですか」で一躍有名になったスー

パーコンピュータの世界では、今年、中国が初めて首位の座に踊りでた。国防科学技術大

学が開発した「天河１号Ａ」が、それまで１位だった米オークリッジ国立研究所にあるク

レイ社製の「ジャ ガー」を上回ったのである。１秒間の演算回数は約2.6ペタ（ペタは1000

兆）回と、ジャガーの1.5倍である。日本は東京工業大学教授の松原聡らの「ＴＳＵＢＡＭ

                                                   
17 問題がないわけではない。たとえば、ハーバード大学教授になった丘成桐は、中国政府に国立の数学

研究所をつくらせ、中国数学会の学会誌を創刊して編集長になり、そこに自分のハーバードでの弟子で

ある曹懐東と朱熹平の論文、「ポアンカレ予想の最初の証明」を載せ、あたかも自分たちが最終的解決を

したかのようにしたことである。もちろん、丘の貢献は旧知のことだが、弟子たちの業績とそれを丘が

弁護したことに関しては数学界のみならず報道機関からも批判を受けた。 



Ｅ2.0」が４位と、唯一トップ10に食い込んだが、中国の「星雲」がランキング３位で、そ

の躍進ぶりは際立っている。中国は、「ＴＳＵＢＡＭＥ」で初めて使われた画像処理用チッ

プ、NPD 社のGPUがスパコンの性能向上のトレンドになると見て、インテルのCPU1万

4000個に加えGPU7000個を用いて演算能力を高め、出藍の誉れとなった18。 

中国は生命科学を次世代の成長の核をなすものとして位置づけ、国家予算を拡大してき

ている。この恩恵で北京生命科学研究所では米国から呼び戻すなどして24人の主任研究員

のもと600人の研究体制をつくった。iPSマウスを誕生させたのも、そこからの成果の一つ

だ。その他にも、深圳市にある株式会社組織の北京ゲノム研究所では日本にはまだ20台し

か入っていないといわれる次世代型ゲノム分析機を130台保有し、内外のゲノム分析の委

託・共同研究を受けている例もある。 

世界の主要学術誌への論文発表数も、この10年間で、日本が２位から５位に後退する中

で、中国は世界第９位から２位に躍進した。被引用度を加味した、筆者のいう基準では、

まだ追いついでいないが、トップクラスの研究者に関しては「日中の差はほとんどなくな

っている」との見方が多くなっており、追いぬくことは今や時間の問題となっている。 

 

独裁制の政治体制の効率性がしめされたことになる。その一方、民主化は進まなかった。

それは、末廣昭が指摘しているように、経済発展あるいは開発体制は、それに実効性をも

たせようとすればするほど、政策決定の中央集権化（強権政府）や政治の長期安定化を要

請しがちだからである19。これに対し、民主主義は政治の分権化や政治変動の制度化（たと

えば、選挙による政権交替）を不可欠の要件とするから、民主化の推進は経済発展が要求

する政治体制とぶつかってしまうのだ。果たして、そうしたジレンマは続くのか。そうし

たジレンマを解く手立てはないのだろうか。 

  

                                                   
18 松原教授は 2012 年には新方式でアメリカがトップを奪い返すとの見方が有力だが、GPU 使用でトップ

に立った中国がその路線維持でトップを保つこともあると見ている。 
19 末廣昭『タイー開発と民主主義』岩波新書 



３．中国が押し進める中国的な秩序の構築 

 

天安門事件で世界から非難を受けた中国は鄧小平のいう「韜光養晦」を旗印になるべく

目立たぬ存在であろうとしてきた。だが、今や「和平崛起」（現在は平和的崛起と言い換え）

を唱え始めた。十分な力を蓄えた一方、アメリカの力の衰えも見える国際環境を最大限活

かすべきだというのである。歴史をたどれば、大きな新興国家が台頭してくれば、それま

での覇権を支えたシステムの許容量を超え、常に国際秩序に大きな動揺を与えてきた20。だ

が、中国の台頭は平和的、平穏な形で行われ、現状のシステムに動揺を与えることはない

というのである。果たして、そうしたことがあり得るのか。 

「和平崛起」を最初に唱えたのは、胡錦濤のブレーンの一人、中国改革開放論壇理事長

の鄭必堅で、2003 年 11 月のボアオ・アジアフォーラムの席上で発表された。ボアオ会議

は中国が中国発で情報発信していくために、ダボス会議に対抗して海南島の景勝地のボア

オに創設した国際会議である。鄭の問題提起に対し、中国国内の論壇では、歴史的に見て

も、理論的に考えても、そして台湾解放という課題を抱える現実からしても、平和的にと

いうことはあり得ないとするリアリストから、そうあって欲しいという願望であろうとい

うリベラルな評者に至るまで様々な議論が湧き上がった。 

中国共産党の幹部はいずれもきわめつきのリアリストたちである。だが、同時に「中国

脅威論」が流布することに関しては警戒が強い。胡錦濤主席が 2005 年の国連創立 60 周年

の総会で「筆者は、各国人民と手を携えて恒久平和、共同繁栄の和諧世界の建設に努力す

ると主張する」と述べ、「和平崛起」を現実外交で裏づけようとしたのも、その現れであろ

う。いうまでもなく、外に向かっての和諧世界の建設は内に向けての和諧社会の建設に対

応したものである。 

だが、中央外事工作会議が異例の拡大メンバーで開かれ「和諧世界の構築」が議論され

たのは、胡の国連演説の後の 06 年 8 月のことである。会議に出席したのは外交部の責任者

だけではなかった。中央政治局常務委員会の 9 名の常務委員が全員出席し、また各省・自

治区・直轄市の主要な責任者、党中央と中央省庁の主要な責任者、人民解放軍の主要な責

任者と一部国有企業の責任者も出席していたのであった。外交問題をテーマとする会議に

おいて、出席者の地位がこれほどまで高く、規模もこれほどまで大きい会議は、中華人民

共和国の歴史において初めてのことであった21。 

なぜ拡大メンバーで外事工作会議が開かれなければならなかったのだろうか。互いに関

連する二つの理由が考えられる。一つは過去の外交政策とは 180 度異なる方向性が示され

たということであり、今一つは、これとも関連するが、方向転換を決めるのに毛沢東、鄧

小平という天皇がいなくなって集団指導体制になっていて転換に反対が強かったことの現 

れである。つまり、「和平崛起」外交が厳しくチェックされたように、江沢民時代ほどでは 

                                                   
20 髙橋琢磨『マネーセンターの興亡』日本経済新聞社 
21 小島朊之 『和諧をめざす中国』芦書房 



ないとしても、常務委員会は保守化しており、強硬な軍の言動を容認する一方、人権、政

治的な改革で前向きな温家宝首相などの言動を制約しているのだ。 

では、保守派に制約された現在の中国の外交指針とはどんなものだろうか。楊潔箎外相

は、外交を国家発展に奉仕するものとして堅持し、断固として国家の主権、安全、発展利

益を擁護するものだと要約する。つまり、日本など周辺国家との友好協力関係を全面的に

発展させることに間違いはないが、それは国益に反しない範囲でのことで、台湾、チベッ

ト、海洋での権益で譲歩はあり得ないという立場である22。アメリカ外交評議会のエリザベ

ス・エコノミーは、中国は、アメリカの力の衰えが見えてきた現在、国際社会のゲームル

ールそのものを書き換えたいと望んでいるのであり、西側が中国に責任ある利害共有者と

いう概念を抱くことはもう忘れたほうがよいとまで言い切る23。だから中国はアジアでも力

の外交を推し進め始めたているのだ24。以下、具体的な対外態度を見ていくことにしよう。 

 

上海協力機構 

  

上海協力機構は、ユーラシア大陸の西半分で冷戦構造が終わったとき、中国が逸速く対

応し西からの影響を塞ぐために設けたものである。周知のように 1991 年にソ連東欧が崩壊

し冷戦が終わったとされる。だがアジアでは中国・台湾、南北朝鮮という具合に分断国家

を抱え、中国でも、ベトナムでも共産党の独裁は続けられており、冷戦構造が終っていな

い。これは戦前期において第 1 次大戦が終りヨーロッパでは古いタイプの帝国主義が終わ

っていたのにアジアではなお古い帝国主義でのゲームが続けられていたことにも似ている。 

中央アジア諸国はソ連崩壊によってソ連から独立を果たした。その影響が中国にも及び、

自国の社会主義政権の崩壊することを中国は極端に恐れた。このため中国は当初はチベッ

トなどでは独立運動などがあっても、そこでは漢民族の入植が進みチベット族は尐数派に

転落しているが、このウィグル地区では漢民族は半数に満たず独立運動も過激化しかねな

い恐れもあった25。というのも、一時的とはいえ東トルキスタンという独立国を生み出した

                                                   
22 2010 年 12 月、楊潔箎外相が今後 5 年という中期の外交政策の説明を行った際の記事である。これに関

連して、アメリカの外交評議会が 2011 年初に開いたセミナーで、エリザベス・エコノミーは、中国が

尖閣諸島での衝突事件での日本側への強硬な言動により対外的な「平和的台頭」を完全に放棄した、と

の見方を示し、東シナ海、南シナ海両方での中国の強引な行動が米国の日本など同盟諸国への潜在脅威

と位置づけた。 
23 エリザベス・エコノミー「ポスト鄧小平改革が促す中国の新対外戦略」『フォーリン・アフェアーズ』

2010 年 11 月号 
24『暗流―米中日外交三国志』の著書をもつ日経記者、秋田浩之はワシントン取材からエリザベス・エコ

ノミーのような見方はワシントンでは尐数派ではなく、多くのエリートがそう見ていると伝え、菅首相

が中国の強硬な外交姿勢の背景として内部の不満を抑えるためといった見方をしていることに警告を発

している。 
25 1991 年に 9.11 事件が起こり、アメリカはテロとの戦いを最優先の課題に掲げた。中国はこの機をとら

えてアメリカの「テロとの戦い」を支持した。天安門事件によって人権を掲げたアメリカはそれを簡単

に引っ込めた。この時、中国政府はアメリカの人権という外交カードがきわめて脆弱であることを嗅ぎ

分けたが、天安門事件で英雄のように迎えられたアメリカに亡命した中国人、ことに尐数民族の出身者

はアメリカに失望せざるを得なかった。立場は違うが祖国、居住地というものを否定するノーベル文



歴史的経緯があったからである26。中国はチュルク族の民族連帯の後背にはトルコ、NATO

の影を感じ、ウイグル人の活躍にイスラム勢力の伸張を見た。そこで中央アジアをトルキ

スタン、ウズベキスタンを含め一体と見ていた中国は、この一体としての中央アジアの後

見をソ連に委ねるという選択をしたのである。これが上海協力機構の設立へとつながった。 

では上海協力機構とは何か。その運営を律する上海精神とは何か。『中・ロ国境 4000 キ

ロ』を著し、中ソが国境をめぐって長年にわたって実際に戦い、そこからまず合意できる

ところから国境を確定し、残るところを段階を踏みながら「フィフティ・フィフティの原

則」で国境を安定化させてきたことを明らかにした岩下明裕によれば、この精神、手法を

活かして中国と中央アジア諸国、中央アジア同士の不安定な国境問題を解決し、できれば

戦略的な協調、パワーバランスへともっていきたいというものだという。中国にとって、

ウイグル人の独立運動などの拠点になっている、パイプラインが通過しているなどの理由

からカザフスタンとの安定的な協力関係の構築は分けても重要だった。 

アメリカは上海協力機構への参加を断られたこと、9.11 事件後良好な関係を築いたウズ

ベキスタンとの関係が悪化し、機構が米軍の撤退を決議したことなどから上海協力機構を

反米拠点と見ている。確かに機構は、キルギスの対アフガニスタン作戦のための基地をも

つアメリカへの牽制の意味もある。そして中国は中央アジア諸国を資源の供給基地、工業

製品のはけ口としている。資源開発への直接投資の増加で中国の対中央アジア５カ国への

直接投資は 08 年には６億 5600 万ドルにも達し、その資金が中国製品を買うための資金と

もなって人民元の浸透が著しい27。 

だが、岩下によれば、それは戦略的視線でみた虚像であって、実態に即してみれば、そ

うした見方は当たらないという。地域の安定というところに精一杯だというのである。そ

して、将来的には北朝鮮問題をめぐって形成されている北東アジア対話組織と合同させる

ことでユーラシア大陸を繁栄の弧とするためのプラットフォームにすることもできるので

はないかと、一方での日本の中央アジアでの関与と他方での上海協力機構の透明化、オー

プン化を提言している28。しかし、北朝鮮の大延坪島への攻撃直後に開かれた上海機構の首

脳会議では、その問題は対象外であると議論せず、アフガニスタンでの麻薬問題対策、中

央アジアでのテロ対策を進めるに当たってロシアを中心とする軍事同盟である集団安全保

                                                                                                                                                     

学賞を授けられた高行建も同じといえるかも知れない。もっとも氏は天安門事件が起こる前

の 1987 年に中国を離れており、北京大学でフランス文学を学んだ氏が選んだのはアメリカで

はなくフランスである。だが、パリに居を求めた氏がフランスに永住する意志をかためたの

は 1989 年に起こった天安門事件後であり、事件を描いた戯曲「逃亡」ではò国民ó、ò国家ó、ò集

団の意志óといった概念の無意味さを指摘している。 
26中国の民族問題は、東トルキスタン問題、チベット問題を問題の核に毛利和子を初め多くの論者が取り

組んできている。王柯の『東トルキスタン共和国研究』は、東トルキスタンの資料を掘り起こして東ト

ルキスタン問題に新しい光を与えたが、『20 世紀中国の国家建設と「民族」』は中国のイスラムと民族問

題を考える上での示唆に富む。 
27 中国の影響力が増していることに関しては、輸入品の氾濫がローカルな職を失わせているとして反発も

強く、たとえば 2010 年１月にはカザフのアルマトイでは 4000 人規模の対中国デモが起こっている。 
28 岩下明裕・他「我が国のユーラシア外交―上海協力機構を手がかりにして」日本国際問題研究所 



障条約機構（CSTO）と協力関係を強化するということのみで合意している。 

 

ネットワークを扼す 

 

経済大国化は軍事大国化への誘惑をもたらす。ことにナショナリズムに訴えなければな

らない国内事情があれば、それは必然ともいえる。中国では人民解放軍は共産党の兵であ

り、共産党軍事委員会によって律せられるが党総書記が委員長を務めることによってかろ

うじてシビリアンコントロールといえるものに過ぎない。 

それとて毛沢東いうところの「政権は銃口より生まれる」のスローガンさながらに党と

軍とが一体となっているという前提のなかでのカッコつきでのシビリアンコントロールで

あって、西欧的な基準でのものとは言えない。潜水艦への追尾が通告無くなされていたり、

ステルス戦闘機の試験飛行が軍事委員会の主席でもある胡錦濤国家主席に報告されずに実

施されたとみられるなど、シビリアンコントロールが疑われるふしもある。形の上では首

相の指揮下にあるが、国防相が常に軍朋で、しかも首相は軍事委員会のメンバーではない

という姿は戦前の日本の首相と軍統帥、大本営の関係と酷似している。毎年二桁の伸びを

示す軍事費の拡大は、その不透明性もあって、周辺だけでなく、地域での脅威ともなって

いるところもまた戦前期昭和の日本と似た状況でもある。 

中国の海軍は、湾岸戦争の遂行を見て、自国の装備と戦術の近代化の必要性を痛感し、

そうした方向で近代化を急いできた。海洋を自国に有利に利用するためには海軍力の増強

が欠かせないからである。そして、南シナ海では海洋調査船を派遣し情報収集をし、次い

で海軍を送ってその海域での影響力を高め、スプラトリー諸島などを影響下に置いている。

すなわち、2007 年には人民解放軍が海域で上陸して軍事演習を行い、これらを海南省の一

つの行政区に指定している。東シナ海でも、調査船の航行につづき、今回、中国海軍が宮

古島と沖縄本島の間を通り軍事演習を行った。南シナ海での成果を踏まえて同じ戦術を適

用した可能性が高い。新華社系の国際情報紙、『国際先駆導報』はこれを「中国海軍、第一

列島線を突破」と麗々しく報じた。菅内閣を揺さぶる結果となった尖閣諸島での漁船デモ

ンストレーションもこの延長線の上にあるといえよう。 

ここで第１列島線と呼ばれたものは、昨年末に亡くなった劉華清が、1982 年に海軍司令

員兼海軍党委副書記に就任した際、鄧小平の命を受けて作成した海軍中期計画の中で、日

本列島から沖縄,台湾へとつなぐ防衛ラインに命名したものである29。これは中国海軍の方

針とされ、2000～10 年ころまでにその線の内側での対的な影響力、つまり制海権を確保す

ることを目標として掲げている。日本、グァム、インドネシアを結ぶ第２ラインは、第１

ラインのはるか東におかれ、ここでの制海権確立の目標は 2010～20 年とされる。これは、

                                                   
29鄧小平は、天安門事件で軍への影響力を増していた楊尚昆、楊白冰の兄弟を牽制する一方、江沢民を助

ける意味で、半ば引退していたが軍人の間で人望のあった劉華清を軍事委員会の副主席に就けた。1992

年には楊兄弟が軍から追放される一方、劉華清は軍出身者としては異例ともいえる党中央政治局常務委

員（兼中央軍事委員会常務副主席）に昇格した。 



戦前の日本が朝鮮半島を日本本土防衛の第１線列と考え、朝鮮半島を確実な拠点にするに

は満洲が第２戦列ないし、緩衝地帯とする必要があると考えたのとほぼ軌を一にしている

と言ってよい。中国にとっては、アヘン戦争以来、帝国主義国家に蹂躙された屈辱の海を

中国の手に取り戻し、屈辱を克朋するものだという論理になろう。 

2010 年８月に発表された米国防省の中国に関する安全保障軍事報告でも、自国の近海で

の米国空海軍の東アジアでの展開を阻止する「接近阻止能力」を向上させていることへの

強い懸念が示された。つまり、日本周辺で有事のことが生じてもアメリカの艦隊は即座に

はちかづけないということだ。 

そして北朝鮮の潜水艦攻撃、さらには延坪島への砲撃である。北朝鮮は前者に関して関

与を否定し、後者に関しては停戦ラインではなく、北朝鮮の定めた境界線内に侵犯したか

ら撃退したに過ぎないと主張している。中国は北に対して自制を求める発言をしながらも、

アメリカの艦隊が黄海に入って演習し、北朝鮮を挑発することの「非」を指摘している。

すなわち、黄海がたとえ公海であろうとも、中国が定めた第 1 ライン内には入って米韓で

の合同演習などするなというのである。その意味では 2000 基の遠心分離機をわざわざ核物

理学が専門のスタンフォード大学のヘッカー教授に「軽水炉用だ」と見せつけ、国際テロ

組織に「拡散も辞さない」という脅しをする一方、大延坪島への砲撃は、北朝鮮が瀬戸際

外交をしているという矩を超え、中国の「噛み犬」の役割を果たしていることになる30。  

中国はウクライナから購入の空母に加え、09 年度に建造を決定した自力開発の空母は 12

～15 年にも就航が予定され、近代化された空軍、演習を繰り返す潜水艦、さらには大量に

配備された中短距離ミサイルの配置によって米軍の自由行動を阻止し、中国の軍艦、潜水

艦などが自由に太平洋へ出られるようにしようというのである31。さらに南シナ海の外であ

るインド洋では、インド亜大陸を取り囲むようにパキスタン、スリランカ、バングラディ

ッシュに中国海軍の軍港の建設が進行している。 

 空軍も日本近辺では意図的に自衛隊の戦闘機に近づくなど海軍と同様の行動をとり始め

ている。また最近の国際航空宇宙博覧会では、主催者の一角を占め、戦闘機、無人偵察機

など国産技術の高さを誇示する一方、途上国への売り込みを図るようになっている。民間

の航空機の管制体制でも周辺国への援助をし始め、海域の囲い込み、シーレーンの確保だ

けでなく航空路に関しても関心を拡大している32。 

こうした中国軍の拡大を、インドネシアのプルノモ国防相のように、経済発展に見合うも 

                                                   
30中国はこれまで６カ国協議の議長役として「核放棄」を促していた。しかし、軍部とそれを支持する保

守勢力は、北朝鮮の核保有を認める立場になったと観測されている。つまり、西側から異質と見られた

くないという外務省の力が国内で相対的に低下し、北朝鮮をアメリカとの積極的な「軍事緩衝地帯」と

しておきたい人民解放軍の思惑が前面に出てきているといえよう。 
31

 U.S. Department of Defense  Military and Security Developments Involving the Peopleõs Republic 

of China 2010 Office of the Secretary of Defense , 2010  
32 航空管制コンサルタントの松田宏氏によれば、航空の世界ではアメリカの覇権が明確であり、たとえば

ヨーロッパでも高度はフィートで測定されているが、ロシアはメートル表示であり、中国はメートル測

定をフィート表示して用いているという。中央アジアはメートル表示で、上海協力機構の中身と符合し、

北朝鮮は完全に中国方式である。 



だと一定の理解を示す立場もないではない33。だが、中国は南シナ海を自国領域とみなして

他国の艦船の航行を認めないという立場であり、恩恵的な覇権国、アメリカのリーダーシ

ップの下で、すべての国に自由航行権が認められている現状を大きく揺るがすものになり

かねないとの懸念が強い。筆者も後者の立場である。覇権というものが誰にとっても公平

であるというものではないが、中国は自国が正しいと考えることに反発が強い34。 

したがって中国が自国の経済運営上必要な資源、エネルギーを安全に運び込めるという

目的に沿ってソマリヤ沖の海賊対策で共同歩調をとっていることを踏まえ、マラッカ海峡

などでも共同歩調がとれるよう働きかけていくべきだろう。そして白樺など協同のエネル

ギー開発、漁場としての尖閣諸島の管理などを進めることも重要だ。そうした協同行為を

通じて信頼形成を行い、軍拡競争でなく、軍縮を目指していくべきだろう。 

 

中国大陸からのサイバー攻撃 

  

 だが、そうした信頼醸成に向けての中国側からの歩み寄りが難しい事情を示すのがサイ

バー攻撃である。この場合、攻撃が犯罪、敵対的行為以上の何者でもないからだ。日本の

防衛省幹部はアメリカ国防省はサイバー攻撃を戦争の延長線で考えていると指摘する。 

 2009 年 12 月半ば、グーグルを筆頭とする有名企業が次々と中国からと思われるサイバ

ー攻撃の被害に遭った。この攻撃は、その後「オーロラ作戦」と命名されたが、2010 年の

12 月に起こった告発専門サイトのウェブサイト、ウィキリークスの公電流出事件によって

米国政府は信頼できる筋から李長春ら党中央宣伝部を統括する中国最高幹部の指示によっ

て、当時まだ修正されていず弱点を抱えたままだった IE （インターネットイクスプローラ

ー）を攻撃したものであるとのことが「明らかにされた」35。相当の防備をした企業にして

被害にあうということは、攻撃側も相当の研究、工夫を重ねてのことであることが分かる。

確かにインターネットの前身のアーパネットも、核攻撃を想定して生き残るシステムとし

て設計された。それを打ち破るというのはあるいは興に乗るものかもしれない。だが、現 

在起こっている攻撃は、何らかの政府の援助なしに達成できない技術レベルであることを 

                                                   
33 インドネシアは劉暁波のノーベル賞授賞式にも大使を欠席させた 17 か国の有力な一国である。ベトナ

ムのような同じ体制の国だけでなく日本の援助も多く、アメリカのクリントン国務長官もアジア外交で

最初に訪れた国の判断だけに、中国モデルの受入が広範であるという証左にもなろう。 
34 中国がアメリカの立場が公平ではないと考える原体験の一つには、1998 年に起こったベオグラードの

中国大使館誤爆事件がある。当時、政府と世論が共鳴し対米デモが起こったが、そのときも、「これは誤

爆だ」というアメリカ側の説明を受け付けず、激しいまでにアメリカを非難し続けた。 
35 米国の在外公館が送った公電 25 万通がウィキリークスによって流出させられたことに対し、クリント

ン国務長官は情報の盗難には断固たる措置をとるという一方、大きな妨げにはならないともいってはい

る。だが、機密情報にはサウジアラビアがイラン攻撃を要請したといったものも含まれており、機密情

報の暴露は大きな問題を抱えているといえよう。ウィキリークスの創業者が強姦容疑で別件逮捕された

が、リークはその後も継続されている。日本の尖閣諸島での漁船拿捕のビデオ流出など、インターネッ

ト時代の知る権利と機密保持との関係は、FT も指摘するように、悩ましい問題を抱えていることは確

かだ。情報管理に問題があったことも確かで、管理強化によって組織内の情報共有をさまたげたり、情

報の秘密制強化につながるとすれば、情報公開のはずが情報の非公開化を促す恐れも強い。 



示唆している。 

米中経済安全保障調査委員会は 2010 年の年次レポートで、こうした攻撃は多々あるが、

それを数量化することは困難であるとし、国防省が同省のコンピュータシステムに攻撃を

数えたものがインディケーターになるだろうと指摘している。 

アメリカでサイバー攻撃の脅威に備えて最初のサイバー演習が行われたのは1997年のこ

とだが強く意識されるようになったのは、2001 年の 9.11 後だ。初代のサイバーセキュリテ

ィ担当大統領補佐官のなったリチャード・クラークはテロ組織を想定して真珠湾攻撃もあ

り得ると「デジタル・パールハーバー」の語をはやらせた。だが、2007 年のイスラエルの

シリアの核施設と思しき施設攻撃の際には実際にシリア空軍の機能を麻痺させたが、現在

ではイスラエルのパレスチナ自治区への攻撃に対してはアラブ諸国から一斉に熾烈なサイ

バー攻撃が行われるなど現実のものとなっている。アメリカの国防省も、2008 年の深刻な

サイバー攻撃に対する「バックショット・ヤンキー作戦」の経験を経て、2010 年には要員

1000 名余のサイバーコマンドをスタートさせた。防衛は極端にむつかしく、攻撃が最大の

防御になるからだとの理由である。 

中国の安全保障問題レポートは、人民解放軍や政府の関与は不明としながらも、その高

度のテクニック等から、それに支援された勢力によるものらしきところから国防省のコン

ピュータシステムがサイバー攻撃を仕掛けられた件数はうなぎのぼりに増えてきたことを

示していた（図表８）。つまり、関与は証明できないがサイバー戦能力の向上を目指す軍と

歩調があっているというのである。だが、2010 年に関しては前半の数字から推定される限

り、初めて減尐する見込みである。これは国防総省での防衛体制が整備されてきたためで

はないかと推測している。 

 

図表８ 中国と思われるところからの国防総省へのサイバー攻撃件数推移 

 

（出所）U.S.- China Economic and Security Review Commission2010 “Report to Congress ” 



中国のインターネットに対する攻撃は機能破壊厚意はこれに留まらない。やがて述べる

国内での言論統制のためのインターネットへのアクセス制限策が流れ出て、アメリカ、チ 

リなどの一部でもアクセス不能になったり、工事とのためとの口実のもと何時間にもわた

って停止することもある。サーバー攻撃犯人説に対して中国は「根拠がない」と激しく反

発をしている。その一方、中国は「敵国からサイバー攻撃を受けた」との想定のもと、2010

年 8 月には陸海空の３軍に加えミサイル部隊も加わって合同演習をした。それには２人の

軍事委員会副主任も出席している36。 

こうした施策の延長線上にあるのが、中国の自国を世界に売り込み、友好的な国際世論

を生み出す環境づくりへの国営メディアを動員してのキャンペーンである。インターネッ 

トを通じて外国の情報を得られる時代にあっては、自国の立場を外に向かって説明する必

要があるとの認識である。前出のエコノミーは、密度の高いキャンペーンのために中国の

国営メディアがつぎ込んだ資金は 800 億ドルを上回るとしている。 

 

資源・食糧の確保への狂奔 

 

中国の石油の海外依存度は 2010年も確実に 50％を超えた。中国が鉄鋼生産で世界１であ

るためには、自国に十分な鉱山がない以上、輸入に頼る以外にない。アンガス・マディソ

ンは近代において一番長く世界最高の所得水準を得てきた国はイギリスでもアメリカでも

なく、オーストラリアだと指摘する。工業化が進む地域に最良の鉄鉱石、石炭を輸出でき

る立場にあったからである。そのオーストラリアの最大の輸出先が 2009年に日本から中国

に代わった。だが、資源ハングリーな中国は商業ベースのものだけでは必要量がまかない

切れない恐れが強い。それが先にも紹介した、資源が先に外貨準備の戦略的な使い方とし

て資源国への援助をし、その見返りに資源開発プロジェクトを行い、それを対価として受

け取っていくというスキーム、資源確保のための直接投資が認められず報復手段をとった

ケースなどになって現れている。こうして中国が資源の確保のために狂奔していることは

広く知られている。 

2010年の中国食糧生産は７年連続の増産の５億 3641万トンを記録し、物価安定の基盤に

なると、当局は胸をなでおろしている。作付け面積も前年比 0.8 増と微増し、１億 987 万

ヘクタールとなった。だが、それでも中国が食糧・エネルギー源にハングリーであること

に変りない。中国がすでに東南アジアをして中国の食糧、エネルギーの生産基地にしてい

ることはあまり知られていない。コメの対中輸出が 9 割を超えるラオスを筆頭に、ミャン

マーでも、カンボジアでも中国は得意の援助による水力発電の建設を進め、その電力を輸

入して援助資金を回収するというスキームを使って影響力を高めている。場合によっては

建設労働者を現地に派遣し、そのまま留めさせて 118 対 100 の男女比の改善をねらった植

民政策でもある。ことにラオスのビエンチャン郊外では 2009年末に開かれた東南アジアス
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ポーツ大会の競技場を中国政府が立てたが、その交換条件に 5 万人の中国人の居住権を求

めていたことが「発覚」し、騒ぎになっている。東南アジアの米の対中輸出は急増してお

り、戦前の日本が台湾、韓国から米を輸入していた構図とも似ている。日本も開発援助で

メコンの総合開発を支援しているが中国がすでに大宗を抑えてしまっているなかでの提案

である。たとえば、中国の国境を超えての進出を現地調査した東京大学の末廣昭らは、今

や中国南部と ASEANが一つの経済圏をなし始め、ASEANの対中国糧輸出を中心に大メコン圏

を形成しつつあると報告している37。中国はこうした経済安保的関係をさらに強化する施策

として中国規格の軌道をもつ鉄道の東南アジアへの伸延を計画しており、2011 年に昆明―

ヤンゴン間の建設に着手し、2020 年までにカンボジア、ベトナム、ミャンマーの４ルート

の完成を目指している。自国規格での隣接国への鉄道の敶設は軍隊展開のためというイン

プリケーションをもつことは現在も変わらない。 

 

国内大市場を梃子にした「世界標準づくり」 

  

人口規模の大きい中国は「世界標準づくり」でもヘゲモニーを握ろうとしている。この

分野は、伝統的にヨーロッパ勢が牛耳をとってきた。ヨーロッパ勢が国際規格づくりに強

いのは、彼らがお互いに豊な小国で、規格化によって貿易の障害を取り除き、規模の経済

を享受してきた歴史があるからである。 

世界標準は、WTO が貿易の障壁にならない標準設定者として、いずれもジュネーブに本

拠をおく三つの機関を認定している。通信分野での国際電気通信連合（ITU ）、エレクトロ

ニクスの分野での国際標準機関である国際電気標準会議（IEC ）、そして幅広い分野での標

準、規制を行う国際標準化機構（ISO）の三つだ。ISO の会議で標準を決める場合、ヨーロ

ッパは、票の数も多く、会議の多くも地元で開催され、それだけ優位に立つ。課題を議論

する場合のおよそ 700 の幹事国ポスト（2008 年）の内訳をみると、ドイツが 128、イギリ

スが 92、フランスは 77 である。筆者がワシントンをインタビューして回った 2000 年の始

まりころには、デファクトに非常にこだわっていたが、そのアメリカも 124 ポストを得て

いる。日本は 50 ポストで、中国は 12 ポストを獲得した。 

中国は自国の携帯電話の台数の多さを梃子に中国方式の標準を世界標準の一角にせよ、

認めなければ脱退も辞さないとせまり、世界標準を獲得した。2006 年のＩＴＵのナンバー

2 の選挙でも中国は日本の候補を破っている38。 

こうした形で中国が世界標準でのヘゲモニーを握ろうとするのはフェアといい得るもの

                                                   
37 末廣昭・宮島良明・大泉啓一郎・助川成也・青木まき・ソムポップ・マーナランサン（2009）『大メコ

ン圏（GMS）から中国を捉え直す』東京大学社会科学研究所 
38日本が国際標準機関に人を送りこもうとしても、技術に通暁し、ネゴのできる英語力を持つ人が尐ない

ために足踏みし、なかなか発言力が得られない。エレクトロニクス分野での国際標準機関である IEC で

は、日本の代表である日立製作所の藤沢浩道氏が 9 年ぶりに副会長に就いている。IEC では太陽光発電

や燃料電池など新しい分野での国際標準づくりに取り組んでおり、この分野を今後の柱と位置づける日

本企業からの期待も高い。 



である。だが、先に瞥見した百度が覇権を獲得した経緯は怪しげであり、中国が 2010 年５

月から実施している「情報安全製品の強制認証制度」は、異例だ。なぜならＩＴ製品を制

御するソフトウエアの設計図「ソースコード」などを企業に強制的に開示させるもので、

自国企業に無料で技術移転をはかろうとするものだからである39。 08 年に構想が発表され

て以来、外国企業の猛反発もあって緩和されたが、開示を拒否すれば、その製品の中国へ

の輸出や中国での現地生産・販売が一切禁止される。これは事実上企業のノウハウを吐き

出させるものになっている。 

そして、こうした態度の延長線上にあるのが自国独自の標準を利用した特許侵害であり、

海賊版ソフトの利用である。前者の代表的な事例としては DVD があり、後者の事例として

はハリウッド映画の海賊版の作成と頒布がある。法的には WTO 加盟によって特許法など知

的財産権は先進国と同じものを採用しているが、法の執行においてきわめて寛大な裁定が

なされるので事実上海賊行為が認められることになる40。そこには、香港在住の文化人、蔡

瀾が指摘するように、貧しい層に安く娯楽が提供できるのは社会的な正義ではなかろうか

という思料もあると考えられる41。アメリカの国際貿易委員会も 2010 年の報告で、企業が

こうむっている中国の知財侵害は深刻な問題になっていることを指摘し、ことに地方レベ

ルでの遵守がなされていないことの改善をうながしている。 

 

孔子堂などソフトパワーと華僑ネットワーク 

 

文化面でも中国の世界的な影響はあなどれない。中国は北京オリンピックの開幕ショー

では世界３大発明がすべて中国でなされたことを伝えようとした。だが、中華思想の源泉

となっているのは、長い歴史をもち、世界人口の５分の１を超える人々が話す言語、中国

語の力であろう。たとえば、中国はキャッチアップの過程を経験しつつ、戦前期昭和の日

本が試みたように、伝統を見つめ、漢字文化や孔子、老子の再評価を行い、世界史を見直

そうとするようになっている。マーティン・ジャックはその著書『中国が世界を支配する

時（邦訳なし）』の中で中国の文化的な優越感について力説している。世界各地に孔子堂

をもうけ漢字文化の普及活動をしている。イギリスでは 2010年の統一試験「Ａレベル」で

中国語を受験した生徒数が過去最高の 3000人となった。日本でも台湾系の 3 校を含め５校

ある中華学校には、日本人の子弟が入学を希望するようになって高い倍率で入学が許され

るようになっている。 

グレーター中国社会の構成要員には 5000 万人といわれる華僑、つまり在外華人がいる。

そして毎年 20万人の移民が続いている。アジア地域に移住した華僑が大量に生まれたのは、

東インド会社が阿片を持ち込むようになって、それまで銀の入超を続けていた清が出超に

                                                   
39 U.S.- China Economic and Security Review Commission2010 “Report to Congress ” 
40 髙橋琢磨『中国市場を喰いつくせ』中央公論新社 
41 多くの中国人は安く娯楽の手段が入手出来れば良いとだかしか考えていないとの指摘があった。 



転じ、マネーサプライの減尐のため経済が縮小し不況が発生じたためである。アヘン流入

はシナに貿易での入超のみならず、社会、経済のさらなる衰退をもたらした。したがって、

シナの人口は 1840 年の阿片戦争以前から減尐に転じ、その後増加したものの 1949 年の新

中国の成立の間の約 100年で、この間 1000万人以上の移住があったといわれる。 

これら子孫の中には死に絶えたり、成功して帰国したものもいるが、東南アジア中心に生

き残っただけでなく、尐なからぬ数の家族が産をなし東南アジア諸国の経済で重きをなす

ようになった。すなわち、東南アジアではファミリー企業ないし個人が銀行を所有し、銀

行がノンバンクを支配し、銀行がノンバンクを通じて産業、企業を支配するという構図が

広く見られる。シンガポールはまさに華人国家として独立したが、一方タイのように華僑

が土着化している場合もある42。だが、アジア金融機前のインドネシアでは人口で数％の華

僑が 80％の富を握っているという極端な情況にあり、マレーシアでも華僑勢力に対し务勢

にたたされるマレー系住民を保護するためにブミプトラ政策と呼ばれるアファーマティ

ブ・アクションがとられなくてはならなかった43。さらに ASEANは共産勢力の浸透を防ぐ目

的で設立されたものだ。華人企業も目立たぬよう低姿勢を崩さなかった。 

各地の華人企業は本拠地での投資に加え、早いところでは 60 年代に、遅いところでも 70

年代の終わりから 80 年代にかけて香港に国際本部本社を置きながらリージョナルな展開を

していた。一国を越えて活躍しようという華僑とそれに依存せざるを得ない東南アジア諸

国の政策はそうしたジレンマを抱えてきた。 

華人企業が注目されるようになったのは、天安門事件後に対中投資を要請されたからで

あろう。華僑ネットワークとしての世界華僑総会は台湾系が中心であったが、海外からの

投資が途絶える危機に対し、大陸中国は華僑勢力の取り組みを図らざるをえなかったので

ある。華人企業の投資を中国本土へも拡張させようとしたわけである。当時、国際華商 500

によってその内訳を見てみると 57％が台湾企業、21％が香港企業で、トップ 50 社のほと

んどが香港、シンガポール、台湾に集中していた。このとき、華人企業は表舞台に引きだ

されたといってもよい。 

アジア金融危機、香港の中国返還を経、さらに台湾企業の中国投資も活発化したことも

あって、華人企業のネットワークはさらに広域化し、重層化していった。東アジアを縦横

にカバーするだけではなく、東南アジアの地理的条件を活かしてインドにも投資が及ぶよ

うになった。その中には中国企業のインド投資に寄り添うものもある。 

 

中国が自身の経済発展を求めるだけではなく、その実績を活かして中国的な秩序の構築

に動き出していることは間違いない。そして、その秩序とは既存秩序に軛を入れ、自身の

勢力を拡大するための手段を講じることに本質があるように思われる。 
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成功している都市の華僑エリートと勢力争いしていると見ることもできる。 
43 インドネシアでのアファーマティブ・アクションはプリブミ政策だが必ずしも成果をあげていない。 



４．「可能性としてのアジア」を中国の側から見る 

 

 当時首相の座にあった鳩山由紀夫が「東アジア共同体」の提言をしたとき、中国からの

反応は、たとえば「自国の利益が最大になるような国際機構や制度をつくれる最も良いタ

イミングというのは、自国の発展が頂点に達したところであり、今何もあわてて対応する

必要がない」というものだった44。米中戦略対話は今やG2と呼ばれる存在であり、G20では

途上国パワーを代表するなど、自国の力が付いてきており、それを徐々に出しつつ、タイ

ミングを見て地域秩序なり、世界秩序を形成すればよいとの考えであろう。 

 鳩山「東アジア共同体」構想に対しては日本国内の反発が強かった。それは一連の行動

からアメリカを抜きに日本の力だけで共同体の構築が可能になると考えているふしがあっ

たからである。だが、筆者の見るところ、失われた20年を過ごしてきた日本の相対的な力

は落ちており、アメリカの積極的な関与を求め、日米プラットフォームの梃子を用いなが

ら事を進めなければならない状況になってきている。それが筆者をして鳩山内閣に環太平

洋経済連携協定（TPP）への参加を提言させた前提でもあった45。 

菅首相はTPPへの参加を政策課題としては取り上げたことは前進である。だが、中国の攻

勢を別の視点で包み直すことによって可能と成り得る「アジア共同体の構築」にとって、

TPPは時間稼ぎでしかない。稼いだ時間で中国の社会の成熟と民主化を待つというのが基本

にならざるを得ない。そうならざるを得ないのは、見てきたように、中国のプレゼンスが

大きくなり、しかもそれを梃子にリアリストとして振舞っているからである。 

 

「民主化」ルートを示す日本モデル 

 

では、民主化する中国はどう描けるのか。それは、図表３で示したように、戦後の日本

が示した雁行形態モデルの殿（しんがり）としてであった。民主化の過程には、イギリス

やアメリカのように長い時間を欠けての「漸進的な発展」、インドのようにそれを「模倣」

するようなモデルの他にも旧ソ連・東欧のような「崩壊」と「連鎖反応」あり得る。だが、

筆者は「漸進的な発展」を社会の成熟化という条件と見て、経済発展の結果としてその「成

熟化」短期化され、上からの「体制改革」によるというよりも、開発独裁の政権と対抗勢

力の段階的にレベルをあげての「交渉」、つまりハンティングトンのいう「体制転換」に

よって民主化が生み出されると見たのである46。 

戦後日本の経済成長での成功は、先進国をモデルにあるべき産業構造のビジョンを描く

一方、強制した貯蓄を戦略的な分野に投資していくことの効率性をクローズアップした。

                                                   
44 筆者は、邵峰「東亜共同体的可行性分析與中国的戦略」『世界経済與政治』（2009 年 10 期）の内容を前

田宏子の「東アジア共同体」に対する中国の姿勢（PHP 研究所）で知った。 
45 髙橋琢磨『私家版 マニフェスト：土建国家から人を活かす創知国家へ』（日本シンクタンクアカデミ

ー、2010 年 4 月） 
46 サミュエル・ハンチントン『第 3 の波 二十世紀後半の民主主義』（坪郷實・他訳）三嶺書房 



つまり、市場制度を取り入れながら、軽い独裁制をとりそうしたメカニズムをうまく見出

したのが戦後の日本だったといえよう。筆者が「金融資本市場の５５年体制」と呼ぶ制度

は、資金割当という「ソ連型市場」と、自由な「アメリカ型市場」が共存したという点で、

自由民主党と日本社会党が共存してきた「政治の５５年体制」と対をなす。そして弱い市

場制度、弱い民主制の日本モデルを、独裁制と市場メカニズムとのみ合わせと理解したフ

ォロワーを生み、さまざまな形態、さまざまな段階をもつアジア型開発独裁が誕生し、そ

れは図表３では東アジア型諸開発独裁のライン・日本型民主資本主義への矢印として描け

ることになる。 

発展経済のコンテクストでは、アレキサンダー・ガーシェンクロンが『後発工業国の経

済史―キャッチアップ型工業化論』を著し、後から追いかける者はただ乗りをすることで、

機会費用を抑制することができ、模倣のためのコストが小さいことを指摘していた。日本

モデルによって容易に実現できる道筋が示されたが、韓国、台湾ではさらに効率的になっ

た。そしてASWAN4,そして中国がフォロアーとして続いた。 

この日本モデルの有効性は、何によって示し得るのだろうか。開発独裁のエッセンスを

採り入れたフォロワーを生み、それらが雁行形態の成長を見せ、それに応じて形成された

中産階級の厚みをベースに民主化が進められたことに、その証左を見ることができるので

はなかろうか。今、1975―93年の中国、ＡＳＥＡＮ４カ国、ＮＩＥｓ４カ国、そして日本

の一人当たりＧＤＰ（市場為替レートベース）をプロットすると、図表９のように、それ

ぞれの成長の軌跡をつなぎ合わせるとほぼ一直線の雁行として捉えることができ、それぞ

れの段階の民主主義が生まれ発展している47。 

台湾では大陸からやってきた国民党の独裁が終り、選挙による政権交代が当たり前のこ

とになった。台湾で大きな転機となったのは、90年に起きた台湾大学の学生が始めた政治

改革を求めた座り込みが台湾各地からの学生、さらは市民の参加で 2 万人規模に膨れ上が 

 

図表９ 雁行形態の成長を示す東アジアの国・地域 

 
  注）購買力平価ベースでなく市場為替レートベースで計測。 

（出所）  

                                                   
47 髙橋琢磨「アジアの新しい風―成熟期の開発独裁と中国の躍進」『財界観測』1993 年 11 月号 



り、さながら天安門事件の台湾版が演じられたことであろう48。吉田勝次は、これを台湾ナ

ショナリズムと市民的自決権として結晶化させた社会の成熟化の結果としている49。ついで

ながら、台湾の場合、中国大陸との関係が問題になるが、現在政権を担当する馬英九総統

は、大陸中国をふくむ中華民国として主権独立国家であると定義している。中国は、とも

に同床異夢の「一つの中国」を掲げる台湾をお互いを否定しない中で、教師と見なすこと

ができよう50。軍事クーデターによる独裁開発の道をたどった韓国でも政権交代のできる民

主政治が定着した51。 

だが、日本は冷戦終了後の細川内閣の誕生によって転換するかと思われたが、結局、失

われた 20年を安易に過ごし、本格的政権交代は台湾、韓国に遅れた。それは安全保障をア

メリカに依存し、意識を、今あった経済に、今ある生活にだけ振り向けている生活の安易

さが心地良かった、戦後といわれる時代を日本では続け過ぎたためであろう。 

中国の一人当たり GDPは急上昇したものの、マレーシアなど ASEAN主要国より低いまま

である。そして共産党独裁という点で、依然として民主制という点ではしんがりを脱して

いない。 

にもかかわらず、現在、雁行モデルは崩壊したと見られている。なぜなら、韓国が数年

のうちに日本を抜き去ると予想されていることはよいとしても、1.5 党に満たない制度のも

とにあるシンガポール、香港、台湾の３カ国・地域は購買力平価で見た一人当たり GDPで

日本を凌駕したからだ。そして日本モデルには、アメリカ市場を利用することによって成

長するという隠されたディメンジョンがあったが、現在では市場を提供しているのは中国

等、新興国である。日本は、小国としての限界もあって、市場を提供するという役目を果

たせなかった。ましてやアメリカの力の平和に対抗し、主体と客体とを分けたり、対立す

るものとはとらえない包摂的世界という東洋的平和を撃ち出すこともできなかった。 

たとえば、経済の面でいっても、円の国際化を進めアジア通貨のと間での為替制度の調

整を進める手段をもたなかった。このために、ヨーロッパのユーロがギリシャ問題で、ア

                                                   
48 若林正丈『台湾―分裂国家と民主化』東大出版会 
49 吉田勝次『アジアの開発独裁と民主主義』日本評論社 
50 中国で民間の政治研究所、世界・中国研究所を主宰する李凡氏は、中国政府は民主化、言論の自由の抑

圧を強めているが、10 年程度の時間を見れば台湾のように民主化した社会が中国でも生まれるのではな

いかと期待している（『朝日新聞』2010 年 10 月 12 日、夕刊）。 
51 五十嵐武士『グローバル化とアメリカの覇権』（岩波書店）は３分の１を韓国、台湾、フィリピンの民

主化に当て、民主化をアメリカの変容がこの地域のトランスナショナルな関係を推進したためとしてい

る。最大の要因が民主化の国内的な条件が熟してきたという点では、髙橋（1993）と同じだが、アメリ

カの役割として髙橋が東アジアからの輸出のアブソーバーに重きを置いているのに対し、五十嵐はアメ

リカが民主化によって克朋される側、乗り越えられる側に外交パイプないし梃子をもっていて自制を求

めたことが民主化を促進したとの立場である。また髙橋はフィリピンの民主化に関して台湾、韓国と同

列に論じられないというものだ。だが、それ以上に五十嵐の見るアジアの現在は、東アジアではヨーロ

ッパに先駆けて冷戦情況を抜けだしており、社会主義国が存続しているにもかかわらず、東アジアでは

地域全体を縦断する対立軸が解消しているというもので、本稿で見る冷戦構造を残しているアジアとい

うものとかけ離れている。また五十嵐は本稿で中国民主化の一つのキワードである「和平演変」を誤植

であって欲しいという使い方をしている。「和平演変」なる語の初用はジョージ・ケナンに帰せられると

いうのに。 



メリカのドルがリーマンショック後の不況のために低下しつけると、ドルにペッグを続け

る人民元による中国製品、韓国ウォンよる韓国製品などアジアの製品群との価格競争力が

著しく低下することになったのである。 

日本モデルの崩壊の踵を接するように、中国の経験は、開発と民主化は両立しにくいこ

とを示してしまったのである。では、中国の民主化はどこで躓き、日本モデルを追えなく

なったのだろうか。1988 年６月４日に起こった天安門事件（六四事件）によってであると

いっても異論を挟む人はいないだろう。 

 

天安門事件 

 

天安門事件は、確かに鄧小平がいうように、もし中途半端な対応をしていたら内戦にな

っていたかも知れないという別のシナリオももちろん否定できない52。だが、あるいは東ア

ジアに民主革命を起こす契機となって、世界の冷戦構造をユーラシア大陸の反対側から終

わらせる発端となっていたかも知れない可能性を秘めたものであったことも間違いない。 

デモを起こした学生たちは鄧小平によって粉砕され、事件そのものの存在が中国共産党

によって抹消された。以後の中国は、鄧小平の南巡講話によって、経済発展に専心すると

いう方向づけをされた。民主化への出口を閉ざし、経済的豊かさを実現している開発独裁

への忠誠である。 

その後の中国は鄧小平の束縛から免れていない。すなわち、中国は、言論の自由、民主

化を認めず、たとえば天安門事件（六四事件）の参加者で亡命することなく中国に留まり、

０８憲章の起草者の有力メンバーともなった劉暁波に 2010 年に 11 年の禁固刑が言い渡さ

れている。にもかかわらず、中国の開発独裁の経済的成果は大きく、先述のように、日本

を抜いて世界第二の経済大国へと躍進し、多くの発展途上国が中国モデルを手本とするよ

うになっている。かつては日本を先行国とし、それを韓国、台湾などＮＩＥｓ、そしてタ

イなどＳＥＡＮ諸国が追う雁行形態の経済発展と民主化を目指す日本モデルが否定されて

しまった形になっている。 

 

高まる「民間」への期待とその組成を抑圧する赤い帽子 

 

では中国での民主化は完全に息の根をとめられたのであろうか。民主化運動の旗手であ

る劉暁波のノーベル平和賞が授与されたのは、中国モデルなるものを掲げる中国政府が、

民主化運動を窒息させかねないと見たからであろう。 

では中国での民主化の担い手は誰なのか。劉暁波は、05 年に『未来的自由中国在民間』

                                                   
52 香港の新世紀出版社から出る予定になっていた、李鵬元首相の『日記』が出版差し止めになった。その

理由として天安門事件前後を克明に記しているためとされるが、その中でも、筆者は民主勢力の弾圧の

記述が理由であったというよりも、中国の諸侯経済への分裂、民族独立への懸念のためと推測している。 



の図書を出版したように、いわゆる「民間」の活動に期待を寄せている。日本からの観測

者である麻生晴一郎といった人たちも同様である。「民間」とは日本では耳慣れない言葉だ

が、権力の側である共産党にも、政府にも関連しない部門、つまり中世でいえば世俗とい

った存在であろう。平たく言えば、いわゆる「出世」ができなかったが、したたかな生活

をおくっている人々といったところだろうか。 

麻生によれば民間にはニつのタイプがある。民間Ａ―社会主義や愛国心などの観点から

現在の体制に不満、もしくは不十分との感をもち、党とは無関係に行動する市民であり、

一方民間Ｂ- 自由主義や民主主義、国際化などの観点から現在の体制を批判もしくは改革し

ようとして党とは対立する動きを示す市民との二つである。二つの間はすれ違いが多いが

人権派弁護士などへの共感を通じて、「民間」の大合同なり、成熟が期待できるのではない

かという。また麻生は、09 年、湖北省石首市で７万人のデモが起こった背景に注目してい

る。地元政府関係者の麻薬取引の事実を知ったとされる市民が変死体で発見されたことを

きっかけに、市民たちは遺体を市当局に引き渡すことを拒否してデモにはいったが、その

数は７万人に膨れ上がり、外国のメディアでもカバーされた。一般市民の政府告発は日本

の江戸時代の義民のような位置づけも可能だが、それ以上に開かれているというのである53。 

「民間」の言論空間も広がりと深まりを見せている。獄中でノーベル平和賞を受けた劉 

暁波自身も以前とくらべれば、いろいろのことを言えるようになってきたといっている。 

たとえば、売血エイズ問題では、中国健康教育研究所の元所長が事実上、李長春、李克

強を告発する胡錦濤主席宛のレターをネット公開した。1990 年代に多くの人が、政府認可

の採血所の売血によって HIV に感染した。つまり、採血のしくみは、村人にとって有益な

収入源になったが、10 年前に感染した血液を輸血に使用した結果、感染した人がいる。血

液の管理は不十分で安全ではなかったために、河南省では 10 万人が感染し、１万人を超え

る人が死亡した。これだけの事件を起こしながら、河南省のトップ二人が最高幹部レベル

に引き上が得られたのは不当であるというのである。 

傾向をもった北京にある二つの書店が週末に開く講演会の形で運営するサロンの活発な

動きもそのような証左であろう。烏有之郷（左派系）という書店では、そうした傾向を持

つ人々が集まり、社会主義にまだ意義がある、自由主義は植民地化をもたらすといった議

論を展開すれば、三味書屋（改革派ないし市民派）では、女流作家など講演会も盛んに行

われ、個人の連帯の呼びかけが行われたりしている。どちらも 200 名ほどを収容できるホ

ールをもっているが、集まりはいつも満員とのことである。 

「民間」への期待がかかるのは、「民間」が拡大していけば、それだけ民主的な空間が拡

                                                   
53 中国の地方政府は労働教養制度という政府に批判的な市民を、裁判や弁護士の弁護を経ずに労働教養管

理委員会、警察などが市民を最長 4 年間勾留できる制度がある。「深刻な違法行為だが犯罪とは言えない

行為や軽度の犯罪」が対象とされるとされるが、何しろ裁判なし、弁護士の弁護なしであるから、ある

意味で地方政府に自由裁量が与えられていることになる。北京では地方政府の腐敗を訴えようという「義

民」とそれを連れ戻して拘留し用という地方政府の警官との必死の攻防が見られることもあるという。

08 年現在、16 万人が収容されているとされる（『朝日新聞』2010 年 9 月 24 日朝刊） 



大されることを意味するからだ。四川大地震ではボランティア活動が台頭した。だが、環

境汚染を監視する NGO や、売血エイズ問題の被害者救済のための、あるいは貧者を助ける

NPO をどんどん組成し、拡大していくということは、現実には困難である。なぜなら中国

政府は和平演変、つまり社会の内部からの変化で政府が倒されることを極端に恐れている

からである。ことにインターネットを使用して集団活動を行い、中南海にまで忍びこんで

きた気功集団「法輪功」が共産党幹部を震撼させた。このため、そうした活動につながり

かなない組織化は非合法なものとして厳しく取締まられ、中国には結社の自由というもの

は存在しないからである。 

そして、非共産党員が含まれる民と共産党の協議機関であるはずの協商会議は、趙紫陽

が『趙紫陽 極秘回想録』中でも明らかにしたように、文化大革命ではぜひ貴重な意見を聞

きたいと意見表明させたあとで弾圧、糾弾を加え、多くを肉体的、精神的に破壊した事実

によって形骸化している54。本来、民間で形成されるはずの大学、研究所といったところも、

共産党が書記を送り込んでいる。たとえば清華大学の学長は、北京市長と書記の関係と同

じで、書記が CEO で学長が COO という立場になる55。 

では、私企業の出現とその拡大はどうなるのか。確かに億万長者を輩出した企業を拾い

出しても、ダノンと商標争いをしている娃哈哈（ワハハ）集団、ラオックスを買収した蘇

寧電器集団、電気自動車ベンチャーとして前に紹介した比亜迪(BYD) のような私企業の存在

は目立つようになってきている。 

だが、私企業に対して一定規模になると共産党の手が伸びる現実にも目を向けなくては

ならない。法体系上では、従業員 25名以上なら企業内に労組を設立することが求められて

いる。これがクセモノなのだ。共産党幹部とのネゴになるからだ。そこで筋の良い国有企

業なり公有企業になるという選択肢もあり得る。たとえば、聯想集団は、国際展開をする

ために商標も聯想（〈Legend〉）から〈Lenovo〉に変え、2004 年には IBM のパソコン部門

を買収した中国を代表するハイテク企業である。だが、もとをただせば中国科学院の計算

機研究所の研究員をふくむ大学院生などがアルバイト的に IBM パソコンの修理などを業務

として起こしたベンチャーである。だが、そこから発展してソフト開発、パソコンメーカ

ーとなると科学院の資本と共産党組織の入る国有企業へと転換されたのである。また、北

京同仁堂も清の康煕年間〈1669 年〉に創業された漢方医薬の伝統を引き継ぐ企業で、国家

とはかかわりがなかった。だが、規模が大きくなった 1992年にはいわゆる赤い帽子を被り

集団公司に転換することになった。それによって株式の上場が可能になり、イギリス、カ

                                                   
54協商会議は、最も広範な中国人民愛国統一戦線組織で、全国委員会と省（自治区、直轄市）、自治州、市、

県（自治県）、市管轄区等に設置される地方委員会により構成される。メンバーには中国共産党、各民主

党派、無党派、社会団体、各尐数民族と各界の代表、台湾同胞、香港澳門同胞と帰国華僑の代表および

特別に招請された人々ということになっている。 
55 清華大学の場合はむしろ例外的で、多くは 80 年代の「校長（学長）負責制」により学長が最高責任者

になっている方が多いとの指摘を受けた。たとえば 80 年代の北京師範大学では、王梓坤学長が COE で、

方福康副学長兼書記・大学院長であった。王学長が辞任を余儀なくされた後は、方福康学長兼書記にな

っている。 



ナダ，タイなど国際的な展開もできるようになっている。 

国有企業の場合、共産党組織の一部であり、たとえば自動車産業をとれば国の関与する

第一汽車、東風汽車のランクが高く、最近、東風汽車のトップが閣僚の情報機械部長に就

任し、共産党の序列で「いわゆる 20番」に次ぐとの見方を裏づけた。省や市の関与する上

海汽車、広州汽車のランクは下がるが、広州汽車のトップでも人民代表者大会の代表だ。 

そして共産党員が経営を担うということの反面は、本来労働者をまもるための共産党が

体制側にあり、労働組合が事実上存在しないということである。92年に改正された工会（労

働組合）法は、各層にわたる工会が法人資格を有するとしながらも ILO87 条にいう結社の

自由は認められないままになっている。2001 年の改正で、使用者に対する監督、異議申立

てを行う上での法定手続きが定められるなど、労働者の権利を多尐とも加えたが一方で労

働者に鄧小平理論にしたがう義務も課したことから組合は存在したとしても賃金交渉のた

めのプラットフォームになり得ないのだ。それは労組が従業員の賃金の 2％という日本の平

均 1.75％を上回る費用を負担しながら、その 60％を上限に全国組織である中華全国総工会

へ上納し、事実上、幹部の特権をサポートする仕組みになっているに過ぎないからだでも

ある。中国の労働運動を研究している石井知章は、実体のないものを研究して意味がある

のかと中国の友人からも指摘されると、めげることもしばしばだったと述懐している56。 

だが、2008 年の労働契約法の施行後は、賃金の引上げ、労働条件の改善などを求める労

働争議の件数がほぼ倍増し、解決されるケースがきわめて低下してきていた。これに対す

る不満もあり、ストライキがまずは深圳の日系企業をターゲットとして 2010 年夏に始まっ

た57。今回の葬儀は労組がない工場で起こる一方、労組があっても機能していないところで

も起こった。また、地理的にも、産業企業別にも相当なひろがりを見せるようになってき

ている。農民工たちが都市住民との生活格差是正を求めて動きだしたのだ。これは、自ら

の要求を表現するという意味で「民間」の一部をなす動きとも言える。全国総工会は、あ

わてて 2012年までに団体交渉できる労組を目指すという方針を決めた。団体賃金交渉の制

度があるかどうかを企業の幹部の評価基準にしてサンドイッチ型での促進体制もまとめた。

だが、幹部の特権をサポートする仕組み、そのものの改革が不可欠なのだ。 

では民主化は進むのか。イアン・シャピロは、どれが民主主義へ向かう最も実行可能な

経路であるか、ちょうど筆者が議論してきたのうな発想に対して不自然ではないかと、疑

念を表明している58。歴史的にも、地理的にも離れた事件を総括できないというのであろう。 

                                                   
56石井知章『現代中国政治と労働社会』御茶の水書房 
57共産党、政府が暗黙の了解を与えている面と広がりを恐れている面とがあるために、その実体がつかみ

にくい。日経新聞が 12月に日系企業 101社に対し行なった影響調査のアンケートでは、自社デストが起

きたが軽微だったという 13社、かなりの影響があったという 2 社を含め、直接間接の影響を受けた企業

は 20社に及んでいる。一方、朝日新聞（2011年 1 月 17日）は、日系企業とはホンダが 100％出資の南

海本田であると特定し、お互いに交渉術を心得ない労使双方の意見を聴き、説得して、ストの収拾を仲

介した北京人民大学の常凱教授のインタビュー記事を掲載して、賃上げが従来の 1500元から 500元の引

上げで妥結させた経緯を語らせている。 
58 イアン・シャピロ『民主主義議論の現在』（中道寿一・訳）慶応義塾大学出版 



そこで中国での議論を見てみよう。呉敬璉は市場制の先には政治的自由も必要と示唆す

る講演をしており、北京大学教授の姚洋は、中国が経済成長と社会の安定性を両ながら得

るためには民主化以外の選択肢はないとまで言い切る59。渡辺格は、「経済観察報」の楊啓

先のソ連共産党とスウェーデン社会民主党とを比較した論文に注目し、ソ連共産党が教条

的で「崩壊」したのに対し、スウェーデン社会民主党は、その時代その時代の発展状況や

社会の変化に対応し、絶え間なく革新と創新を繰り返していると述べ、中国も後者の道を

歩むべきと示唆していたことに注目する60。同紙の記事は、経済動向や株、不動産、各企業

のニュースなどが中心であり、自家用車やゴルフ場等の広告が多いことから考えても、読

者は、最近の人民日報でいう「新社会階層」であろう。温家宝首相も深圳特区の 30周年記

念講演会で政治的自由に言及した。深圳経済特区は、08 年に代議制の導入を発表したが、

多くの議論を呼び、計画は中止されたという経緯のあるところである。天安門事件の 3 年

前には鄧小平も経済改革と併行して民主化を進めるべきとの談話をしている、そこに戻せ

というわけである61。 

これに対し「０８憲章」に署名もしている人気作家で人権活動家でもある余傑の新著、『中

国影帝 温家宝』は、温家宝に対し全く別の評価をしている。影帝というは、映画スター

中のスターだという意味で、著書を日本語に訳せば『中国一の名優 温家宝』ということ

になり、温家宝のやっていることは政権内で割り振られた役割をこなす、パフォーマンス

に過ぎないという見方だ。余傑は問う。なぜ趙紫陽の秘書であった温家宝が、天安門事件

後に胡啓立、芮杏文、閻明復などが失脚した中で生き残って首相までになったのか、と。

生き残ってきたのは、当時から保守派に通じていたためではないかというのである62。何食

わぬ顔で趙紫陽に同行して天安門広場に出かけたと同様、現在は被災地や農民工（出稼ぎ

農民）の子どもの通う学校などを視察するなど、「慈愛ある指導者」を演じているという見

方だ。温家宝は時にはメディアの前で涙ぐんだりしているが、北京で直訴をしようと待機

している「義民」に合うことすらない。したがって、こわもての共産党政治局常務委員の

中で人民に受けるための「演技」をしているに過ぎず、本質は保守派と変りないと指摘し、

温家宝の姿は虚飾そのものと痛烈に批判している。 

だが、政治はハードな政治だけではない。人前で気狂いの真似だといって真似をするの

は気狂いなのだ。たとえパフォーマンスであろうとも、温家宝の発言の意味には十分な意

味がある。故毛沢東主席の秘書を務めたこともある李鋭・元党中央組織部副部長、胡績偉・

元人民日報社長らが名を連ねる香港に本拠のある中国人権民主化運動情報センターは公開

書簡の形で、「劉暁波のノーベル賞受賞は中国の政治体制改革に好影響をもたらすものだ」 

と評価する一方、ただし「党幹部の意識を変えるものではない」と皮肉を浴びせている63。

                                                   
59 Yang Yao òThe End of Beijing Consensusó Foreign Affairs , Feb. 2010 
60 渡辺格「鄧小平氏による改革開放路線後の中国とは？」 
61 温家宝は 2010年末にも中央人民ラジオの番組でも質問に答える形で民主化進展への意欲を示した。 

62 胡啓立、芮杏文、閻明復が同時に復活を果たしたのは 1991 年 6 月のことである。 
63 新華社が温家宝首相の 30周年記念講演を伝えなかったことは党宣伝部の偏向であるともいっている。 



共産党第１７期中央委員会第５回全体会議（５中全会）が始まる寸前というタイミングで

発表されたことは、事実上習近平が総書記へ選出されるという既定事実化の中で幹部が保

身のために保守化することに釘を刺そうとしたものだと見られる。言葉は政治である。 

実質的に「民間」を支えるインターネット 

中国におけるインターネット利用者数は 2007年にアメリカを抜き、その後も増え続け

2010年半ばで４億 2000万人、うちブロードバンド接続３億 6400万人と、アメリカの加入

者数の２倍を超え世界最大規模になっている。携帯電話端末も 8 億台、うちブラウザー機

能がついた第 3 世代のもの、２億 5200万台と、これまた世界 1 である。 

だが、中国でのインターネット閲覧には、劉暁波のノーベル賞受賞がまったくネットで

見られなかったことに象徴されるように、政府による「非常に優れた情報コントロールシ

ステム」の下にある64。中国政府は検閲のシステムは北京オリンピックに向けて整備されて

きており、それは「金盾工程」と呼ばれている。数万人の検閲担当者がいて監視し、不当

な書き込みを放置したサイト提供者には３～９万元の罰金が課せられ、違反の深刻度が高

かったり、回数が重なればサイトは閉鎖される。09 年には 10万のサイトが閉鎖された。一

方、ネット評議員と呼ばれる政府よりの書き込みをする要員がおり、政府の指示で書き込

みをした場合、１件あたり５毛（約６円）の報奨が与えられるシステムがある。「５毛党」

と揶揄される評議員の大量動員により世論の誘導を図ろうというのである。当局はさらに

ネット世論が匿名を使った一部扇動家に動かされないよう実名制の導入を検討している65。 

こうした規制に対し、百度は曲折はあっても、それを受入れ、シェアを確保している。

すなわち、2008 年には、ウェブサイトを介して人気女優、陳冠希の猥褻写真を拡散させた

として中国検閲当局から批判を受けたり、百度が広告掲載に関する不正行為をしたとの特

集した番組を中国中央電子台が放映するといった確執があった。しかし、そうした確執を

経て、百度は AIDS,盲流（農村からの出稼ぎで定職がないもの）など当局のきらう用語をこ

とごとく自主チェックするようになった。百度は北京大学出身でニューヨーク州立大学の

大学院に学んだ李彦宏（ロビン・リー）によって設立され、その設立を支援したのはすべ

てアメリカのベンチャーキャピタルである。だが、今や百度は情報コントロールをする政

府の一部になってきている。 

こうした中国政府のインターネットの検閲に抗議し、グーグルが 2010年 3 月に中国版検

索サービス「Google.cn」を停止するというニュースが世界中をかけめぐった。この結果起

こったことは、百度のシェアの 64％から 74％への上昇だ66。グーグルでは、提携していた

                                                   
64 U.S.-China Economic and Security Review Commission, No vember 2010 
65 『日本経済新聞』2010 年３月３日朝刊 
66 百度のシェアがもともと高いのは、中国語での検索で先行したためというよりも、ネットでパソコンに

音楽をダンロードし、それを携帯に移して持ち歩くという無料アクセスの道を開いていたからだという

のが定説である。2005 年に欧米の音楽業界が著作権侵害で裁判を起こしたが、判決は「楽曲を提供して

いるのは当社ではなく第 3 者である」との百度の言い分が通り、以後大手をふるって無料アクセスが可



携帯電話会社の大手 2 社から契約解消を告げられ、ネット広告会社やポータル運営会社か

らも次々と関係や代理店契約が打ち切られた。700人以上いた従業員の 200人以上が百度な

どに引き抜きにあった。グーグルは、華々しく中国を後にした３月から 4 ヶ月後には中国

政府の軍門に下った67。すなわち 2010 年の初めにグーグルが中国でのサイトの認可更新に

際して、自動的に香港へ転送するシステムを導入するとしたところ難色を示され、マニュ

アルでの転送ということに切り替え認可を得たのである。 

かくのごとく中国ではインターネットの検閲は当たり前だ。中国政府が設置した検閲・

監視システムによって、「天安門事件」といった政治的なキーワードの検索ができなかっ

たり、日本では普通に利用できるサイトにアクセスできなかったりする。『日経コンピュ

ータ』は同誌の記者が複数のコミュニティー系サイトなどにアクセスできるかどうかを実

際に試してみたことを伝えている。つまり、中国本土からは Twitter や YouTube、Facebook

といった著名サイトのトップページにすらアクセスできないというのである68（図表 10）。  

 

     図表 10 中国におけるインターネットアクセスの検閲・監視 

 

 
（出所）『日経コンピュータ』サイト 

                                                                                                                                                     
能になった。 

67 『朝日新聞グローブ』第 49 号 
68 フェースブックは現在中国進出を検討中で新聞弁公室と協議中と伝えられる。 

http://www.nikkei.com/my/image-article/tc/dc=1;g=96958A9C93819499E0E4E2E6E48DE0E4E3E2E0E2E3E2E2E2E2E2E2E2;ad=DSXZZO1709183026102010000000;z=20101110;bu
http://www.nikkei.com/my/image-article/tc/dc=1;g=96958A9C93819499E0E4E2E6E48DE0E4E3E2E0E2E3E2E2E2E2E2E2E2;ad=DSXZZO1709183026102010000000;z=20101110;bu


くだんのグーグルの場合、検閲の対象外である香港のサーバーので、サービスを継続して

いるもの（google.com.hk）に一応アクセスできる状況だという69。 

中国におけるインターネットは政府による情報管理、そしてサイト運営会社による自主

規制という大きな制約をもつにもかかわらず、中国社会に大きな影響力を持ち始めている。

それは、政府のどのレベルでもインターネットでの世論との対話が始まっているからだ。

つまり、情報コントロールがなされている一方、政府はインターネット上でどんな意見が

交わされているかを注意深く見守っており、胡錦濤主席や温家宝首相が政府のネットサイ 

トを通じてツィッターに参加したこともある。ネット上での社会問題への糾弾や提案は時

には取り上げられ実際の政策に取り入れられることもある。ネットでの地方幹部告発が中

央の目にとまり、腐敗した地方幹部が更迬されたり、処分されることもある。何も義民の

ように北京に出て行く必要もないわけだ。このため、インターネット利用者の側でも、自

分たちの意見が通ることもあるのだとの認識、あるいはインターネット世論が政府を動か

しているとの感覚が生じてきている。 

中国版 SNSないし Facebook、騰訊控股（テンセント）の「QQ」を通じた一斉メールも呼

びかけに頻繁に使われる。「QQ」では１億人が同時利用も可能な巨大 SNSだ。そこで、た

とえば、「次の日曜には地下鉄の建設予定地で抗議デモをしよう」といった一人の若者が

友人たちに送った一斉メールによって、当日には実際に 100人以上が集まった。反日デモ

の呼びかけでも日時や場所が「QQ」を通じて行われた70。 

 こうした事態はインターネットがなかった時代には考えられなかったことだ。明らかに

開発独裁は変容してきている。そこでプリンストン大学の情報技術政策センター客員研究

員のレベッカ・マッキノンは、これをインターネット時代の開発独裁（Internet - age 

Authoritarianism ）呼んでいる71。 

これに対し、インターネット時代の開発独裁の性格を変えようとネットのアクセスを改

善する動きもある。たとえば、中国共産党政権による法輪功学習者への迫害に応えて、2001

年に、在米の中国出身の科学者、周世雤などにより創設された団体 GIFC（グローバル・イ

ンターネット・フリードム・コンソーシアム）が、ネット閉鎖を突破するソフトウェアを

開発したことである。すなわち、GIFC が開発したソフト 「自由の門（Freegate）」と「無

境界サーフ（Ultrasurf ）」などで、検閲のない情報を求める中国の一般国民や、ネット検閲

が厳しい他国のユーザーも、それらを利用するようになった。「自由の門」のサイズは小さ

く、ユーザーは国外の IP アドレスを利用して当局が禁止するサイトにアクセスする。IP ア

ドレスが毎秒変化するため、当局の フィルタリングは間に合わず、閉鎖不可能となる。使

用完了後に履歴を消す機能もある。そのほか、「無境界サーフ」、「ガーデンネット」「世界

通」、「火の 鳳凰」（Fire Pheonix ）などの類似ソフトも GIFC の開発による。インストー

                                                   
69 図表 10でもグーグルへのサイトへのアクセスはいつも可能というわけでなく、△とならざるを得ない。 
70 『日本経済新聞』2010 年 12 月 28 日朝刊 

71 U.S.-China Economic and Security Review Commission,  



ルは不要で、ダブルクリックするだけで使用できる。フリーゲートなどネット規制をかわ

すＧＩＦＣのソフトは、中国に徐々に広がり、当局をいらだたせている72。また、09 年 7

月、中国当局は、販売される PC にすべてフィルターリングソフト「グリーンダム(Green 

Dam)」を搭載義務化したが、それに対応して GIFC は、「グリーン・ダム」を無効にさせ

るソフト「グリーン・ツナミ(津波)」を開発したと伝えられる。 

 

インターネットがナショナリズムを高揚する可能性 

 

インターネット検閲とその突破は、ある意味で、いたちごっこである。上記で述べた閲

覧チェックをかいくぐる方法も当局のチェックのスピードを上回るようしている点で軌を

一にしている。 

当局はどう落ち着かせたいのか。ちなみに王晨新聞弁公室主任の言を引こう。「社会の

矛盾が噴出している我が国において、ネット世論は個人の過激な意見を拡散し、社会の安

定と国家の安全の脅威になる。管理を強め、中国独自のネット文化をつくる必要がある」。 

だが、インターネットでの書き込みは多様なものがある。ネットの利用者は若者が多く、

58％を占める。職業別では学生の 31％が最多だが、農村人口も 27％を占める。低所得者層

も 20％を占めるようになり、失業者も 4％いる。多くの不満が、三浦有史がいうように、

深刻な格差問題に向けられ、ネットやデモがそのはけ口になっていることは間違いないな

いだろう73。経済成長に伴い生じた格差に加え、農村の戸籍問題など格差を固定するシステ

ムにも手がつけられていない。党幹部、官僚の腐敗もすざましい。こうした告発の書き込

みは尐なく、その告発で地方幹部が更迬されたこともあるが、システムで消去される74。 

すると、安全弁を求めてナショナリズム、反日ということになる。なぜなら、中国が長

い歴史の中で今日ほど全国民が飢えないでいることはかつてないことだ。それは若者にと

っても誇って良いことだ。そして中国の近代化は、川島真が指摘するように、革命の成立、

侵略と抵抗―ナショナリズム、豊かさと近代化の三つのストーリーから成り立っている75。

残念なことに、いずれの局面をとっても日本は否定的なコンテキストとして登場してくる。

政府とインターネット参加者が微尿な形で対話をするインターネット時代の開発独裁での、

了解事項は「反日」である。つまり「反日」を持ち出せば、当局は反対できない。その場

合、デモは、麻生晴一郎も指摘するように、「反日」の旗印のもとで、限られた言論の自

由を謳歌しようとするものである76。つまり、「反日」を隠れ蓑にした自己表現のためのも

のであり、レクレーションですらある。 

                                                   
72 Asahi.com. 2010 年 6 月 18 日 
73 三浦有史『不安定化する中国』東洋経済新報社 
74 『日本経済新聞』2010 年 10 月 24 日朝刊 
75 川島真「“歴史的”に見る日中歴史問題」『中央公論』2005 年 7 月号 
76 麻生晴一郎『反日、暴動、バブルー新聞・テレビが報じない中国』 



これに対し、内政問題の国民の不満を反日に向けようとする党・政府にだまされるなと

いう書き込みもある。だが、インターネット時代の開発独裁は、共産党の正統性が失われ

たなかでは、ナショナリズムの高揚に向かわざるを得ない。インターネット・ポピュリズ

ムの政権運営である。ブルッキングスとの共同研究での筆者の論点も、とくにインターネ

ットということを意識していたのではないが、同じ結論だ。 

では、なぜデモは過激化しがちなのか。園田茂人は、ネット上での上海に負けるな、ラ

イバルの都市に勝とうといった競争システムとともに、中国には徳治政治という政治風土

があり、デモの参加者には自分たちは政治的に正しいことをしているという意識が強いか

らだという。それは文革のときしかり、反日デモのときしかりだというのである77。 

だが、先のエリザベス・エコノミーは、こうした偏った見方に疑問を呈する。つまり、

マッキノンのいうインターネット時代の開発独裁（Internet - age Authoritarianism ）を、

そこにあるものとして再評価すべきだというのである。統制もされているが、ネットの意

見が政府を、社会を動かす可能性をもってネット参加者と開発独裁の当事者が見ている。

そういったインターネット時代の開発独裁は今や西欧が知らないような新たな市民社会を

生み出しているのではないか、そして国の対外的な攻勢の背景にはその新たな市民社会を

築きつつあるとの自信にあるのではないかとの見方を提示する78。 

                                                   
77 園田茂人「現代中国のナショナリズム」大澤真幸・姜尚中『ナショナリズム論・入門』有斐閣 
78 エコノミー、前掲論文、「ポスト鄧小平改革が促す中国の新対外戦略」 



５．歴史は繰り返すかー結語に代えて 

  

井上寿一は、30年代の亜細亜共同体構想が生まれた背景と現在の状況は類似していると

主張する79。廣松渉は、地球環境問題が起こって、先進国、途上国という関係はなくなり、

この問題の前には同じ土俵に立たざるを得ないようになり、共同体を生み出す基盤ができ

たのではないかとの期待を示した80。 

だが、Ｇ20での議論、ようやく途上国にも一定の役割をもたせるという一条を組込み終

わった COP16での中国のかたくなな態度が示すように、世界の大国として世界をリードす

るこころづもりは全くないのである。地球環境時代をリードする技術を中国が発明すると

いう気配もない。その点で、現代中国を帝国の枠組みで見ることはできない、まちがって

いると指摘する毛利和子の言は正鵠を射ている81。今や世界最大の温暖化ガスの排出国とな

った中国、それに続くインドを初め、発展途上国は、いまなお開発主義の優先を主張し、

ＣＯ２の排出での規制枠組みを逃れようとしている。換言すれば、井上が無視しているか

に見える大状況は大きく変わっていることにも留意しなければならない。つまり、竹内好

が弱い者いじめをしたという相手は、つまり次の大国として登場してきていながら、今な

お途上国を称して弱者をよそおって先進国に譲歩を迫ってはいるのである。 

日本が世界第 2 の経済大国に躍り出たとき、日本はすでに豊な国になっていてチッソの

事件の解決に向かった年でもあった。してみると、現在の中国は、全体としても、むしろ

戦前期の日本に似た立場にいる可能性が高い。つまり、遅れてきたドイツや日本が帝国主

義の幽霊にとらわれ、生存圏なるものを主張したことと同じだという見方である。COP16を

つぶし、COP 17にも背をむける中国は満州問題で国際連盟を脱退し、意気揚々と引き揚げ

た日本とイメージがかぶるのである。 

中国が戦前の日本と同じような立ち回りを踏襲する恐れは十分にある。共産党独裁とネ

ット・ナショナリズムは相呼応して進む可能性が高いからである。その場合、日本と中国

の間には、それが大東亜協同機構という目標のためであったとはいえ、日本が侵略したと

いう歴史がマイナスのベクトルとして働いていることになろう。 

日本と中国は独仏のような関係を築くことができるのであろうか。ドイツとフランスの

和解では、アデナウワー、ドゴール以来の外交努力もあるが、独仏両国が成熟しているこ

とにも大きく依存していたからと考えられる。ドイツとポーランドの間は独仏関係のよう

にスムーズにはいっていないからである。小菅信子は日英の戦後和解は年月が、つまり忘

却が有利に働いたが、日中、日韓では、歴史教育等で負の循環が続く可能性が高く、しか

も国内に格差問題を抱え、若者の間に常に相手が悪いという意識が生まれやすいことを懸

                                                   
79 井上寿一『アジア主義を問いなおす 』ちくま新書 
80 荒岱介『廣松渉理解』（夏目書房）によれば、廣松は自身を革命家であるとみなしており、アジア主義

は理想を掲げるというよりは実践のためのものだったという。 
81 川島真・毛利和子『グローバル中国への道程』岩波書店 



念している82。筆者もブルッキングスとの共同研究、『真の同盟を目指して』の中で 19世紀

のヨーロッパと似た状況にあると指摘した問題だ。 

中国の変化はあまりにも激しい。視線を目先に落とす限り悲観的にならざるを得ない。

悲観シナリオが破滅的な結果をもたらさないよう、森本敏がいうように、日印、日越など

で築いた戦略対話をさらに拡大して、中国を牽制していくことが必要である。だが、グロ

ーバル化は、国際的な枠組みの中にあることに利益があった。外資の積極的な対中投資が

中国経済の成長への軌道に乗せ、自由な貿易、WTOへの加盟が中国経済の成長を加速させた。

その実利を中国は知っている。実利をとるというのは、中国的な発想である。リアリスト

が貿易を制限し、日本への観光客の足止めをすることは実利を失うことを意味し、頻繁に

適用できることではない。 

天安門事件にも積極的に参加したきわめて多岐にわたる若者層は今や社会の成功者の部

類に属する人も多い。彼らは当時の熱い想いを完全に封印し、現在の生活を守ればそれで

よいという気持ちになっている83。こうした空気は為政者にとって好都合な情況だ。だが、

その一方、現在の若者、ことに都市部の若者は、共産党幹部と官僚による底のない腐敗ぶ

り、埋めように感じられないほどの貧富の格差、そして国民道徳が崩壊したかと見られる

乱脈なビジネスなどに対する不満は大きい。国民の間に蔓延する社会、政治に対する不信

には憤りを超えて、絶望に近いものがあると指摘するものもいる。社会が分裂しているよ

うにも見える。 

だが、これだけ広い版図を持つ国家が領土の隅々にまで住む住民に史上かつてない繁栄

をもたらしていることも確かである。それは貧しさを長く経験した中高年の間だけでなく、

多くの若者にもシェアされている誇りで、これがナショナリズムにもつながっているので

ある。 

ナショナリズムが成熟するという可能性はないのか。再び、自動車産業によってそのプ

ロキシーを見ることにしよう。先に見た、諸侯経済の結果として現実に起こった各省、各

特別市でのモータリゼーションの軌跡を見てみると、一人当たり GDPが高い上海や北京が

まずモータリゼーションをリードし、続いて広東省が、その後を四川省、重慶市など内陸

部の地域が追うという形になっている。いってみれば、雁行形態の成長が達成されている

証左ともいえ、均等的発展をたもつためにはむしろ先述した諸侯経済型の拠点配置が良い

側面もあったことになろう（図表 11）。これらの間にインフラ投資などによって有機的なつ

ながりができた結果として実現しているとすれば、豊になれるところから豊になれという

鄧小平の戦略が生きていることになろう。だが、鄧小平のいう豊かになったものが後から

くるものを引き上げろというレベルまで行うには、社会保障などの充実による必要があろ

う。 

                                                   
82 小菅信子『戦後和解』中公新書 
83 リー・カンユーは現代の中国人は自由や民主主義には関心がないとの感想をもらしている。『朝日新聞

グローブ』の中国新世代―80 后（バーリンホウ）に関する記事でも、諦め、達観の空気を伝えている。 



図表 11 雁行形態のモータリゼーションを示す中国の省・特別市 

 

（出所）柳瀬「中国の自動車市場の現状と展望」『住友信託銀行調査月報』2010年２月号 

 

その先端部分、つまり一人当たりの GDPが 2007年に深圳で 1 万ドルと超えて以来、08 年

の広州・杭州など、09年の北京・大連、10年の天津など、1 万ドルクラブは 2011年には１

億 1000万人にも達すると見られる。 

これらの地域での消費は、自動車も先進国と同じタイプのもの、エアコン、静かな冷蔵

庫・洗濯機、さらには日本式のおしゃれ、ファッションなどが受け入れられるようになっ

ている。日本にも旅行し、日本の整然とした交通マナー、歩行者天国、飲食店などでの細

かなサービスなどに感嘆して帰っていく層でもある。旧ソ連・東欧の崩壊の背景に、テレ

ビに映し出される西側の映像、ウィーンに旅したときショーウィンドーに感嘆し、自分た

ちの経済社会体制への反省が起こったことが挙げられている。 

中国でも経済が発展することによって、多様な価値観を持った中堅層が生まれてきてい

るのではないか。筆者は発展段階が異なっても、グローバル化の進展によって、それぞれ

の舞台で演じられていることをお互いが見ているようになったが、アジアでもこうした相

互の舞台を見ることによる、グローバル化を感じるようになっていると述べたことがある84。

これら日本に旅のできる層は日本全体にも匹敵する人口規模で、彼らの要求を無視するわ

けにもいかない。北京などでは、渋滞を緩和するための乗入規制や環境規制が先進国並と

いっていいほどに強化されているのも、その一つであろう。NPO などの活動が環境問題な

                                                   
84 Takuma Takahashi (1995)ôActors on Different Stages are Playing in the Same Theatreõ, paper 

presented at the seminar  on Future of East Asia, sponsored by EC Commission Haiko, Hainan  



どを国民の間に広く認識させることができれば、一層確かなものになる可能性もあろう。 

日本は経済活力を取り戻し、中国のためのショーウィンドーの価値を高めることが必要

だといえよう。また事態を好転させるために、園田が指摘するように、フェースツーフェ

ースの接触を増やすとともに、インターネット時代が一方的に大衆動員のための道具と化

してしまうことに手をこまねくのではなく、インターネットを日中の「民間」の相互対話

のための手段に変える地道な努力も必要である。こうした努力はハイディプロマシーと比

べ、見务りがすると考える人もいるかも知れない。だが、こうしたローディプロマシーは

今や重要になったとの認識が広がりつつある85。 

筆者は郷鎮での選挙を上位の行政区での民主的選挙導入へのステップになるのではない

かと期待したことがある86。選挙は尐なくとも地方政治の監視の役割をはたし得るからだ。

確かに 12年秋には政治局常務委員への選出が確実しされる改革派の一人、共産党組織部長

の李源潮は中央官庁や地方政府で局長級人事でも公募を進めるなど、腐敗やコネ人事を防

ぐための改革をしている。だが、筆者が期待した選挙の拡大という事態は 20年たっても発

展しなかった。地方幹部が既存勢力と結んで、集団所有の農地などを転用して利益を稼ぐ

など、利権をむさぼるという構図を胡政権がくつがえせないままに、来年には習政権の体

制へと移ることになる可能性が高い。成都における農村戸籍を 2012年までに都市戸籍に転

換する試みもまた筆者の期待を裏切るのであろうか。 

だが、毛利は、これまで多くができあいの短期的な見方を適用して中国を誤認してきた、

短期的な見方をして、ことを見誤るなと警告する。そうした警告に耳を傾ければ、基本的

には、こうした偏狭なナショナリズムにある中国を説得し、民主主義化への転換を働きか

けることに賭けるよりも、中国をとりまく環境に PPTなど多国間の関係を構築し、それへ

の参加を呼びかけながら中国社会の自身の成熟を待つことであろう。 

中国が発展していくには、どんなに時間がかかっても、民主化は避けて通れない。中国

には、経済成長でのルイス転換、資源の制約、水・環境問題の制約、人口における男女バ

ランスの喪失、人口の高齢化の始まりなど、転機をもたらす可能性のある事象が数多く待

ち受けている。それらを契機に社会が成熟化し、「民間」が一定の力をもってくることが期

待できよう。共産党幹部が和平演変、さらにはチュニジア政変の「連鎖反応」を極端に恐

れるようになっていること自体、その時期が迫ってきていることを示唆しているかも知れ

ない。それは先に見た日本モデルに外ならない。 

 

                                                   
85 アメリカの国務省も 2010 年の末に、市民の力をどの様に外交にとりこんで活かしていくかについてま

とめた最初の Quadrennial Diplomacy and Development Review (QDDR) を発表している。NGO や多

国籍企業、宗教団体などと協力しながら、紛争や危機を阻止し、諸外国と関係を築き世界的な問題に立

ち向かい、世界が発展するために、市民の力をどの様に外交にとりこんでいくか、また国務省と米国国

際開発庁（USAID ）がより迅速に、効率的に、わかりやすく行動していくかなどについて述べており、

国務省がローディプロマシーの役割を認識して、自らの改革構想をまとめている。 
86 髙橋、前掲論文 


